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（２）講演

①「大規模災害時におけるボランティア活動の広域連携に関する意見交換」提言につ

いて 

東北大学災害科学国際研究所教授 

丸谷浩明氏 

どうも皆さん、こんにちは。よろしくお願いいたします。

私は、２年半前までは、国土交通省の職員でおりまして、大学の方に移りました。兼

務が NPO 法人の事業継続推進機構で、BCP というと皆さんお聞きになったことが防災

の関係であるかもしれませんが、この BCP の仕事をずっとやっています。大学の方で

も、自治体の BCP だとか、企業の BCP 等を研究しているのですが、もう１つの研究テ

ーマとして、ずっとお付き合いをしてきた仕事がありまして、これが災害ボランティア

の関係でございます。

内閣府の方からも、児玉企画官がいらっしゃっているのですけれども、2004 年、平成

16 年という時代に、私も内閣府の企画官だったのです。なぜこういう場を与えられたか

というと、その後、私は京都大学に出向し、防災の研究と、都市づくりの研究等をする

機会が得られました。事業継続の専門家ということで、役所に行ったり、研究したり、

というちょっと珍しいポジションになって、最終的に、今、東北大学に在籍しているの

ですが、この間、ずっとボランティアの委員会にも所属していました。

今日、私はびっくりしたのですけれども、「お作法集」が皆さん方のところに配られ

ていますか。ちょっと出していただきたいと思います。

このお作法集というのは、平成 17 年８月となっているのですけれども、これは私が

企画官だったときに作っていたのです。当時の話は、後で出てくるのですが、もともと

消防庁さんがまずはボランティアさんとの関係を持っていたのです。平成 16年の夏に、

梅雨時からずっと豪雨が何カ所か発生して、当時は新潟の豪雨、福島の豪雨、福井の豪

雨があって、そこでボランティアさんが大活躍をされた。もともとボランティアさんと

いうのは、阪神・淡路大震災のときに活躍したことで相当有名になって、法律の中にも、

位置付けられたのですが、それに続いてです。

阪神･淡路大震災後、10 年経ち、改めてボランティアさんと連携しなければ駄目なの

ではないかということで、当時の大臣からの御下命もあり、内閣府で、ボランティアさ

んと連携する場を作ろうという話になりました。当時、災害ボランティアはどちらかと

いうと消防庁さんの方がメインで詳しかったのですけれども、消防庁の当時の課長さん

のところに挨拶に行って、今回はこういう宿題をもらったので、ボランティアさんと連

携をすることになりましたという話をしました。

正直言って、私は何をどうすればいいか分からなかった。私は国土交通省に入った人

間ですので、業界団体との付き合いはよくあり、民間企業との付き合いもあり、大学の

先生ともありましたが、ボランティアとはどういう人たちかよく分からなくて、戸惑っ
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たのです。

皆さん方に、アンケート的に手を挙げていただきたいのですが、ボランティアさんと

いうのはどういう人たちなのかは、自分はもう分かっていると思っている人は手を挙げ

ていただきますか。遠慮なくどうぞ。大体こういうふうに聞けば、余り手は挙がらない

のですが、一方で、ボランティアさんは、正直言って、よく分からないという人は、手

を挙げてみてもらいますか。結構正直に挙げていただいていますね。明城さん、そうい

うことだそうです。後ほど話があるかと思いますけれども、明城さんは、今、ボランテ

ィアの世界の中で、いろんなボランティアのセクターを横断的に取りまとめることをや

っていらっしゃいます。

ボランティアは、かなりの御高齢のボランティアさんで著名な方もいらっしゃれば、

学生の方もいらっしゃるという状況でありますが、今、手を挙げた方が多かった、ボラ

ンティアのことがよく分からないというのは、正に私もそのとおりだったのです。

そして、結構怖い経験をしたのです。防災担当大臣が懇談する場を作れという話があ

ったのです。ボランティアさんを新潟、福井、福島等から、活動されている方をお呼び

するというセッティングになるので、私たちもよく分からないので、県の方々に御紹介

をいただき、お招きするということになった。

どういう場所で集まるかですが、人と防災未来センターというのがあるのは御存じで

すか。阪神・淡路大震災で、それを記念して作られた大きな施設です。ちょっとバブリ

ーな感じもするぐらいですけれども、大きな建物でガラス張りになっていて、２つ棟が

あるのです。兵庫県の方はいらっしゃいますか。いらっしゃいますね。兵庫県の悪口を

言っているわけではないのです。兵庫県が半分のお金を出して、半分は内閣府がお金を

出して作ったのです。あのおかげで、東日本大震災でも同じようなものを作って、防災

教育であるとか、記録をすべきだという声がある一方で、もう既に国もお金がない、宮

城県もお金がない、そもそも仙台市もお金がないということで、作れるめどが立ってい

ないという、非常に素晴らしい施設があるのです。そこに行きますと、ビデオがあった

り、展示があったり、スポーツの記録があったりということで、今でもたくさんの方が、

訪れていらっしゃいます。

その場で、ボランティアさんの会合があると聞いたので、そこで会場を決めたのです

が、そうしたら、あるボランティアさんから電話がかかってきて、最後の地域の災害が

起こっていてちょうど２、３週間後ぐらいに会合をセットしたのですが、電話に出たら

知らない方で、ボランティア会合をやるということだが、ちょうどボランティアに出て

３週間目ぐらいで、活動が終わって家族と休息しようという時期に、わざわざ神戸まで

呼び出すのか、とおっしゃったのです。多分、誰かから私が担当でこの件をやっている

という連絡があって、それで携帯電話にかけてきたのです。

さらに他の切実な課題も提起されてしまい、すぐに東京の審議官に電話をして、こう

いう状況になったので、延期した方がいいと思いますと言ったら、審議官も分かったと

言いました。消防庁の先輩です。意思を尊重して調整してくれればいいから、大臣には

言っておくからと言ってくれました。その場で、延期を決めたのです。場所も東京に変
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えました。

こういうことは、ボランティアさんだからこそ言えるのかもしれません。要するに日

頃から政府との関係があって、政府の人とお互いの利益関係があったり、依存関係があ

ったりということではないわけです。ですから、彼らは、政府部門と連携をすることを

考える一方で、政府がやれないことをやっているという自負もあれば、政府ができない

から、自分たちで出ていかなければならないと考えている。いろんなパターンで考えて

いるのですけれども、基本的には、政府に余り依存していないのです。もちろん活動の

ときには共同募金会のお金を使ったりするので、政府の補助金ではないのですけれども、

そういった資金を使うこともあるのだけれども。

その後、私はその人と仲良くなったのですが、仲良くなってから聞いたら、本当に延

期するとは思いませんでしたよと言いました。ちょっとクレームの電話を入れただけで、

こちらのことも考えろと。本当はその日程でも参加しようと思っていたのですけれども、

強めにクレーム言っただけだということでした。

基本的に、ボランティアさんと役所との間でも、だんだんお互いが知り合っていれば、

人間関係もできるわけで、こういう場でも呼んでいただけるようにまで、長くお付き合

いをしています。ボランティアさんが皆、そんなきつい電話をかけクレームは言うわけ

でもないことも分かりました。だから、ボランティアさんには色々な人がいるのです。

ボランティアさんを一律に考えようと思うこと自体、発想として間違っているというこ

とに気が付きました。なので、いろんな方がいらっしゃるという前提で、知り合ってい

るボランティアさんが、全てを代表していると思わない方がよいという気がします。

私も大学で、大学１年生の授業をしています。東日本大震災でどんなことが起こった

かと、今後の大災害はどうなっていくかということを教えています。その１コマは、災

害ボランティアという項目で、90 分お話をしています。その中でどういうことを教えて

いるかというと、このテキストを見ていただきたいと思います。

まず、阪神・淡路大震災からいろいろの災害があり、先ほどお話しした平成 16 年に

新潟、福井県、福井豪雨があり、あちこちで水害があって、新潟中越地震が起こって、

その後も災害が続いたわけです。これらの災害のとき、ボランティアさんはこれだけ動

いたのです。ナホトカ号は、海難事故で重油が流域に流れ出てしまって、海岸のオイル

を皆で、ヘラですくって、とにかく復旧したという災害です。

新潟中越地震は、また、ボランティアさんの性格を知るのに良い経験をしました。私

は東京におり、非常災害対策本部が置かれていて、ボランティアの担当の管理職を担っ

ていたわけです。電話がかかってきて、ボランティア活動にこういうトラックが必要な

ので、政府で調達してほしいというのです。この人は、本当にボランティアさんなのか

どうかとも分からないし、有力な政治家の名前を言って、紹介で電話しているみたいな

ことも言うし、それで、私は教訓も得ているので、ボランティアさんかどうかよく分か

らないから、まず県に電話し、県にそういう要望はいっていますかと聞いたら、いって

ないという回答があったのです。県が知らないからといって無視していいかどうか分か

らない。それで、私は、現地に入っていることが分かっていた知り合いのボランティア
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さんに電話をして、こういう話があるのですが、現場のボランティアさんの中でも、そ

ういったニーズは皆さん共有されていらっしゃるのですかということを聞きました。そ

うしたら、そんなことないのではないかと返ってきて、その人を知っていますかといっ

たら、名前は聞いたことあるけれども、まあ……という感じなのです。これは、ひょっ

とすると自分の団体のために必要なのではないかとも思い、一応ペンディングで収めた

のです。

このボランティアの位置付けですが、ちょっと話が元に戻ってしまうのですけれども、

阪神・淡路大震災がきっかけになっています。ボランティアの日、ボランティア週間と

いうのもここでできて、災害対策基本法でも、ボランティアの活動環境の整備に努力し

なければいけないという規定ができました。当時、これを前提に、私は仕事をしていた

のです。この活動環境の整備というのは、何だか分かりますか。皆さん方は公務員でい

らっしゃるので、条例とかを御覧になると思いますが、活動環境の整備というのは何か

というと、活動の周りの整備をするわけで、活動について何かやれと言っているわけで

はないのです。つまり、直接には手を出すのではなく、活動しやすいような形で、周り

の整備をせよというそういう意味です。ボランティアさんを直接支援するということで

はないのです。

この規定は、自主防災組織の育成の規定の隣に書いてあるので、若干読みにくいので

すけれども、これを役人として私が見たときに、直接触れるのではないのはやり方が難

しいかもしれないと感じたものです。今は災害対策基本法のボランティアの規定は更に

「連携に努める」にまで強くなっていますが、当時はこうだったということです。

私は、2004 年にこういうボランティア活動を担当して、ボランティアさんに話を聞け

るようにだんだんなってきました。その大臣との会合で、私がすごく心配していたのは、

大臣に直接何かすごいクレームを言うのではないか。国はけしからん、県はけしからん、

もっとこんなものをよこせ、何やっているのだ等のつるし上げるになるのではないかと

心配したのです。でも、実際に蓋を開けてみたら、自分たちがどういう気持ちで、どう

いうことをやってきたのかを、淡々とお話ししていただき、これからの改善点などの意

見を非常にリーズナブルに言っていただいて、きちっとコミュニケーションができ、協

力的に対応いただいたのです。そこで、具体的に個々人の方とのコミュニケーションを

取るということが、大事なのではないかということが分かったということです。

この懇談会の後、防災ボランティア活動検討会を設置しました。これは昨年で終わっ

てしまったのですけれども、中越地震を経て、各地域のボランティアさんが、数十名規

模で集まる検討会となったのです。普通の審議会とは違い、各地域の有名なボランティ

アさんや関係者に事務局から声を掛けて、お集まりいただいて、大きな意見交換の場に

し、分科会等で意見をまとめることになったのです。

その成果の１つが、このお作法集です。このお作法集という名前が変だと思いません

か。役所が作った文章なのですけれども、お作法と書いてある。ガイドラインでも、基

準でもなければ、通達でもない。実際、これは私自身がワープロで打って、起案し、直

したものです。当時の検討会のメンバーの方々に、説明をして、メールで意見交換をし
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て作り上げたのですけれども、このお作法集という名前が決まるまでだって大変だった

のです。要するに活動環境の整備なのですから、ガイドラインを出したりとか、押し付

けたりとかはやってはいけないわけです。そんなことをするべき相手でもないし、政府

に権限もないのです。私たちが行政の方が、何か言う立場にあるわけではないのです。

しかしながら、ボランティアさんの中にも、何となく守ってもらいたいことがあると思

います。そういったことをどういうふうに表すか、いろんな意見を聞いたら、お作法と

かどうですかと、言っていただいた方がいたのです。しかしながら、このお作法集につ

いて、検討会のメンバー中では、ああいうのはあり得ないとか、何であんな変なものを

作ったのかという意見もあるようで、意見がまとまっていません。ただ、何となく内閣

府がやるのだったら止めはしないというような、消極的な了解は取れている文章です。 
そして、これは私からすると、当時の状況しか踏まえていないので、今、有効なのか

どうかよく分からないのですが、内閣府のホームページに今でも掲載されているので、

後輩の人たちはこれを消去せずに、ずっと掲載しているわけです。なので、皆さん方に

とって情報が古いかもしれない。けれども、当時はこういうようなことで、何となくボ

ランティアさんとまとめました。

お作法という変な名前の文章で、ボランティアさんが自分で律してくださいというこ

とになります。ボランティアさんの声を内閣府の事務局がまとめたもので、政府として

こうやってくださいとは書いていない。つまり、ボランティアさんの中で、結構多くの

人が、お互い自分たちで自律的にという意見が多かったわけです。

このほかに、別のシリーズの文章も作ってはいました。それが「情報ヒント集」とい

う名前のものです。１つは、災害ボランティアの現地の活動に対する情報ヒント集。２

つ目が、ボランティア活動の安全衛生に関する情報ヒント集。３つ目が、ボランティア

活動のお金の集め方に関する情報ヒント集です。それが当時の３つの大きな課題だった

のです。そういったものが、この文章の中に脈々とつながっていることになります。

これらについて、簡単にお話いたします。安全衛生については、皆様方がボランティ

ア活動にいくと、ボランティアセンターにうがい薬とかも置いてあるし、水害の現場だ

ったら、最後は靴の泥を洗い流し、消毒をするところに入って、感染症が広がらないよ

うにしますが、当時は、そういった仕組みが、まだしっかりしておらず、ボランティア

側も認識の共有ができていなかったわけです。

余談ですが、私は、新潟県中越地震の際に、企画官でしたが、ボランティアの方のお

葬式に行くことになりました。ボランティアの死亡は、ナホトカ号の活動のときでも若

干見られたのですが、中越地震では、消防団の方がボランティア活動に行かれて、キノ

コ栽培のハウスを片付けに入ったのですけれども、菌のアレルギーがあったのです。急

激に具合が悪くなり、亡くなってしまった。そういうような安全衛生の問題に取り組ん

でいかないといけない。政府も無関心ではいられないということです。

ボランティア活動で亡くなられると、ボランティア保険に入っていても、最低レベル

で普通に皆さんが入っているものでは、百数十万ぐらいしか死亡保険金が出ません。も

ちろん弔慰金を政府として出せるのだけれども、弔慰金もそれより少ないわけです。安
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全衛生をしっかり考えた上で、保険にも入りましょうというのは、今ではある程度当た

り前になってきたのですが。

次に、活動資金なのですが、ボランティアさんは、被災地でスコップが要る、様々な

消耗品が要るということで、できればそういったものがただで手に入ったり、行政から

資金がもらえたりすればいいという気持ちもある一方、基本的には自立的な方々なので、

自分たちの活動に対して何らかの支援がもらえれば、それを有効活用できるとも考えて

いる。要するにボランティアさんだって、お金持ちがやっているわけではないわけです。 
諸外国では環境が違って、米国などは、大きな企業なら寄付するのが当たり前のとこ

ろで、ボランティアセクターがいろんなところで寄付をもらっている。日本でもそうい

った寄付の仕組みを使い、寄付に税制の考慮がある認定ボランティア団体もたくさんあ

り、今でこそ増えてきましたけれども、当時はそういう制度がなかったのです。なので、

寄付をもらうのもなかなか難しい中で、どうやってお金を集めるかでした。当時は、新

潟県がボランティア基金を作ったのを皮切りに、様々な団体がボランティアの活動に対

して支援しようという動きが出ました。今は、共同募金会に被災者への義援金のほかに、

ボランティア活動への募金が別にでき、ボランティア活動を支援するという仕組みです

が、当時はありませんでした。

政府も税金で直接補助することは難しいし、やろうとすれば各ボランティア団体を平

等に扱わなければいけません。ボランティア団体を平等にどうやって評価して、どうや

ってお金の交付を出すかですが、一定の申請基準があり基準に合うか評価するのは、災

害時にそんなことをやっている暇はないのです。入札をやっていられる場合でもない。

そこで、共同募金会だったら割と早くできるのではないかとか、だんだん知恵が回って

きたという状況です。

３つ目として、災害ボランティアの現地活動で、特に、受け入れたボランティアさん

とニーズとマッチングなのですけれども、基本的にボランティアさんは被災者の支援を

したいからボランティアに行くわけです。団体で行く場合もあれば、個人のボランティ

アもいるわけですが、いずれも被災者のために活動したいと思っている。でも、現地に

行くと仕事がない、見つからないという状況もある。現場の個々の被災者の方から見る

と、やってくれるのを知っていたのなら頼んだのにという人もいれば、やってほしいの

だけれども、他ももっと厳しい被災者の人もいるから、自分がそんなことを言ってはい

けないのではないかと、自分のボランティアニーズを押さえ付けている方もたくさんい

らっしゃるわけです。そこを上手く引き出してあげて、情報提供して、ボランティアさ

んが行くようなマッチングというのは、どうしても必要です。

行政はそういうものは得意ではないし、そもそも災害時に、行政の職員は暇がない。

避難所自体の運営その他の仕事が平時よりも数段忙しくなっている中で、ボランティア

さんの個々の受付を行政がやっていたら必ず手薄になってしまう。行政の人は、ボラン

ティアさんのコーディネートは得意ではなくて、行政そのものの仕事が得意なのです。

それで、別の人にそういうコーディネートをやってもらいたいということが出てきたの

で、消去法で現れたのが社会福祉協議会なのです。
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社会福祉協議会というのは、皆さん方の仕事に近いですね。社会福祉協議会の人の本

音は、ボランティアさんの相手をするのではなく、社会的な弱者の方、日頃お世話して

いる福祉の対象者を災害時にケアするのが本務だと思っているわけです。しかし、災害

ボランティアではないが、日頃から福祉のボランティアさんと近い関係にあるので、少

なくても公務員よりもボランティアさんのことが分かるということがあり、社会福祉協

議会に災害ボランティアの受入れが振られました。そこで、当時は、社会福祉協議会も

そんなものうちの仕事ではないとはねつけ、やらない方だってたくさんいたのです。今

でも若干いないとは言いきれないのですけれども、全社協さんも含めて、県社協さんも

含めて、災害があったらボランティアの受付は、自分たちが中心的な仕事だということ

で、教育訓練もし、認識も高まっている。逆に、社協さんだけがボランティアセンター

をやっているのはおかしいのではないかと、一部のボランティアさんから疑問を持たれ

るぐらいに、きちっと社協さんで動いていただいていることが多い。さらに、地域の社

協さんが弱ければ、県から、更には広域支援ということで地域ブロックから、最終的に

は、全国の組織の方からも、支援が入る体制ができたのです。今回の常総市であるとか、

宮城県の洪水でも、ボランティアセンターは、一定程度、きちっと体系的に回るように

なったわけです。

その後、大体この３つが整理されたとき、４番目の問題というのが出てきます。これ

が広域災害対応です。東日本大震災が起こるとは誰も思っていませんでしたので、ボラ

ンティアセクターの方も政府の人も、南海トラフの巨大地震と首都直下地震が、いずれ

も 30 年間で 70％の発生確率と言い続けられていて、それらが起こったときに、ボラン

ティアセクターはどうすればいいのかがずっと話題になっていたのです。この問題は、

簡単に情報ヒント集で対応できるものではないわけです。情報ヒント集というのは、ボ

ランティアさんにも、県の方にも、市町村の方にも、こんなものでいかがですかとヒン

トを出しているだけなので、通達行政ではないのです。相手方がボランティアだけに、

何かこうしなさいというと、ボランティアさん側もそれに限られていないという反論が

あるので、情報ヒント集としたのですが、情報ヒントの世界で解決できません。この問

題が当時からあって、今日のメインテーマになるということです。

この画面は、１つの成果として、例えば常総でも貼ってありますが、検討会の当時の

メンバーの一部が、安全衛生研究の部会を作り、私もメーリングリストのメンバーにな

ったのですけれども、こういうようなものを作って、助成金をもらったりしてボランテ

ィアさんに配られるという成果になっています。皆さん方は是非こういったものを見る

機会があると思います。活用していただいければと思います。

次に御紹介したいのは、東日本大震災のときに、私もお手伝いして作ったものです。

ベースに先ほどのお作法集もコンセプトにもなっているのですが、三重のボランティア

の山本さんという方が声を掛け、私含め何名かがこの原案を作って、ボランティアさん

がバスで被災地に行くときに、こういうパワーポイントで説明する。安全衛生であると

か、被災者の方々に対する寄り添い方、付き合い方みたいなものが書いてあるのです。

安全衛生のところは皆さん方なら分かっていることだと思います。学生に説明したとき



12

に、学生が一番印象深そうだったのは、被災地にずっと居続けては駄目です。被災地に

居続けると、だんだん自分で背負っているような気持ちになってきて、幾ら頑張っても

何かできないという無力感にさいなまれて、被災地から離れられなくなってしまうとい

う例がある。とにかくせいぜいできても１週間、長くても２週間ぐらいで、とにかく１

回帰宅しなさいというようなこともアドバイスとして言っている。自宅に帰った後でも、

不安、後悔等、いろんなものが残ってしまうというメンタルの影響があるのだというこ

とです。大学の学生ではボランティアに行った経験がある人は結構な比率でいて、１日

とか、２日で帰ってきた人が多いのですが、こんなメンタルな状況になるなど、学生と

して、かなり問題が大きいということが分かっていただけました。

資金の話、マッチングの話、担い手の社協さんの話があり、そして、広域連携の話に

なってきます。地域でボランティアさんを有効に活用するためには、受援力が必要なの

だということが、広域連携のところから出てきたのです。つまりボランティアさんは、

先ほど皆さん方にも言ったように、最初はどういう人かよく分からないので、あらかじ

め受け入れるのに地域の中に一定の知識・経験がないと、受け入れず、最初は地域内の

人たちだけで頑張りますとなる。最終的には、ボランティアさんが必要だとなってくる

のに、ということです。この間の時間がもったいないわけです。初動の段階で入れば、

ボランティアで例えば床下の泥かきなど、すぐやってくれます。しかし、時間が経てば

経つほど、どんどん状況が悪くなって、住宅自体が腐ってしまって駄目になることもあ

るわけです。そこで受援力と、広域的に連携しようという話になったわけです。

しかし、ボランティアセクターは、先ほど言ったように、幅が広く、また、ボランテ

ィア団体は、基本的に独立性が高いところが多いです。もちろん国際的 NGO などは横

断的にやっていらっしゃるところもあるかもしれません。しかし、国内のボランティア

団体の多くは、地域に根ざした独立性があるのです。そういう人たちがどういうふうに

連携するかは一筋縄ではいかないのです。

本題の文章を皆さん方に読んでいただく時間がもうないのですけれども、こういうバ

ックグラウンドの中で、東日本大震災であまり上手く連携ができなかった。南海トラフ

地震の前に、こんな巨大災害が起こるとは思っていなかった、ノーマークだったけれど

も、いよいよ広域連携のために頑張るということで、動き出したのです。けれども、前

提としての連携の仕組みが余りない。行政もこんな広域大災害が起こるとは思っていな

かった。静岡、愛知等で起これば、行政もある程度心構えがあったのですけれども。で

すから、ボランティアさんと、正にこの人たち誰？というところから入ったわけです。 
例えば、福島県では、駐在していた私の後輩に聞いたら、最初にボランティア団体が、

行政でもガソリンが少ないのに、ボランティア活動なのだからガソリンを優先的に回せ

と言ってきたそうなのです。行政だってないのに、何でボランティアさんに優先して回

せというのかと、県庁がボランティアを信用できないとみました。それは、要するに幅

広いボランティアの幅のはじの人たちなのですが、最初に入った人が代表みたいに感じ

てしまいます。でも、だんだんそうではないと分かってきて、例えば郡山で大きな施設

の運営をボランティアさんに助けてもらったが、それまでに相当な時間が掛かっていま
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す。それを防ぐためにどうすればいいのか。この報告書でそれを考えました。私はその

メンバーの１人で、明城さんもそのメンバーの１人です。

何が書いてあるかというと、まず、情報共有はお互いのメリットになること。政府と

しても、ボランティアとしても、メリットになる。そこで、情報共有の場を設けましょ

うということなのです。政府・自治体の側が、どういう災害対応をするかという情報は、

ボランティアさんの方は欲しいわけです。しかし、行政の方も、ボランティアさんから

得た情報を有効活用するという姿勢がなければ、情報共有の意味がありません。

１つ例をいうと、避難所の間で食事のレベルが全然違ったりするのです。温かいもの

が既に出ているところがあれば、１日２食で、おにぎりしか配られないとか、カップヌ

ードルが入るぐらいなど、差が出てしまいます。これが、ボランティアさんには分かる

わけです。何カ所かそこの避難所を回っているからです。でも、行政は縦割りですから、

なかなか気が付かないのです。また、東北の人は被災者として文句は余り言わないのだ

そうです。そうすると、行政からすれば、文句がないのだからいいだろうと思っている。

けれども、大きな格差が出ていて、ボランティアさんから情報が上がる。それが災害対

策本部、県の本部とか、市の本部まで上がれば、状況が変わるのだろう。そういう被災

地における現場の情報は、行政の正式ルートだけでは把握できないものをボランティア

さんからもらえるという謙虚な気持ちで、話を聞けば有用な話を多く聞ける。しかし、

行政とボランティアとの連携といっても、ボランティアさんにはいろんな人がいるから

信用できない。貴重な情報も上に上がらないままであったなら、意味がないのです。

しかし、行政からすれば、個別のボランティアが、別々のことのたくさん一度に話を

してきたら、よく分からないではないですか。ですから、ボランティアさんの中で情報

共有してもらえるし、ある程度情報を整理した形でボランティアさんの窓口の方に何名

か集まっていただいて、行政と会ってそこで情報共有をする。それも国レベル、県レベ

ル、市レベルという３つのレベルで、それぞれそういう場を設けましょうというのが、

この文章のコアです。これはお互いの努力がないとできないので、これが書かれたから

といって、実現しているわけではないのです。今、ボランティアセクターでは、窓口を

決められるぐらいのお互い組織づくりを横断的にやっていきましょうという運動があ

って、事務局長を、今、明城さんがやっていらっしゃる。しばらくすると、そういう組

織が設立されます。これはアメリカのボランティアセクターは、既に随分前からそうい

う組織ができています。

しかし、アメリカの場合には、お金を持っている団体の方から他のボランティアへ分

け合うことが、ボランティアセクターの中にも存在しているので、まとまりやすいとい

えばまとまりやすい。日本の場合には、上位のボランティア団体がお金を分けるわけで

はない。お互いの信頼関係、共有認識でまとまるしかないわけですから、すごく純粋な

取組になっているわけですが、それほど簡単ではないわけです。そういった取組を、政

府も後押しするといっても、一部のボランティアさんに余り肩入れしているように見え

てもまずいし、ある程度実績が上がればと、政府の方もなかなか微妙です。どちらのセ

クターでもない私であれば、経緯も分かっているし、お話ししやすいということです。
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両方とも努力しないと駄目だし、皆さん方もできればこういう方向性が必要だというこ

とをご理解ください。

最後の一言になりますが、こういう文章ができても、県とか、市で、ボランティアセ

クターは誰が窓口になってくれるのか、分からないところが多いのです。最後に聞きま

すが、県レベルで、ボランティアさんと災害時、災害対策本部の隣でボランティアさん

の何名か、例えば 10 名以内の方と連携する意見交換会を設けようとして、メンバーの

当てが付いている方、ちょっと手を挙げてください。そうですね、先進的な地域で準備

ができているのは、私も承知しています。でも、そうではないところがたくさんある中

で、政府が強引に進められるかというと、なかなか難しいのです。手を挙げていただい

たような関係を持っていらっしゃる地域が少しでも増えていただかないと、政府も前に

進みませんし、ボランティアセクターだって前に進めないということで、途中経過です。

こういうバックグラウンドのある文章ですので、一度じっくり読んでいただいて、皆さ

ん方の地元での対応をお考えいただける、一助になればと思います。

今日は、どうもありがとうございました。
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②内閣府の最近の防災ボランティアに関する取組について

内閣府政策統括官（防災担当）付企画官（普及啓発・連携担当） 

児玉克敏氏 

皆様、こんにちは。ただいま御紹介にあずかりました、丸谷先輩から 12 年後輩の企

画官を務めております児玉と申します。偉大な先輩に、金字塔のようにいろいろなこと

を残していただいたお陰で、平成 17 年の文章を使い続けられているというのが、正直

なところなのかもしれません。

先ほど丸谷先生から、内閣府のこれまでの業務について、ほとんど御説明があったも

のですから、タイトルのとおり、最近の内閣府の取組を中心にお話させていただきたい

と思っております。

前半では、どんな書き物があるかということを、幾つか紹介させていただきます。

法律や国の防災計画は、お手元の資料を御覧いただくとして、今日、御覧いただきた

いものは、県の防災計画です。

茨城県を事例に説明いたします。先ほどの丸谷先生からご説明があったように、社会

福祉協議会をボランティアの取りまとめの中心に位置付けています。ここに一般ボラン

ティアと書いてあります。いわゆるリュックを背負ってやってくる人たちを対象にして

います。

次に、文言上は専門ボランティアとなっているのですが、この計画で言う専門ボラン

ティアというのは、書いてあるとおり、医師、薬剤師等の士業（サムライ業）の人たち

を専門ボランティアと位置付けています。後は、語学やアマチュア無線で、下の３つは、

アマチュア無線は違うかもしれないですけれども、ある程度プロフェッショナルにやっ

ている人たちです。専門は置いておいて、一般に関しては、社会福祉協議会が窓口を作

るとなっています。

これは茨城県の常総市です。常総市の方を見ても、社会福祉協議会は一般の窓口を作

るとなっています。

皆さんの県全部がこうなっているかどうかは存じませんが、私が見た限り、このパタ

ーンがおおむねのようです。一般のボランティアに関しては、社会福祉協議会が窓口に

なるということも、位置付けられている。

続いて、赤字で書いてあるものがそうなのですけれども、普段からボランティアと連

携してくださいと、字では書いてあります。これは茨城県も常総市も、字ではそういう

ふうに書いてあります。

何でこんなに字では書いてあると、強調しているかというと、茨城県で常総の水害が

起きたときに、県の災害ボランティアセンターというのは、県直轄で作ったのです。そ

れから１日遅れて、常総市のセンターができました。市のセンターは、先ほど丸谷先生

から御説明があったように、市の社会福祉協議会が中心となり県がバックアップに入っ

て、更に足りないところは、全国組織でバックアップに入るという形で、設置されてい
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ます。このとき、県の社会福祉協議会は、市の社会福祉協議会に関与していて、県直轄

の方には関与していない。新聞等で聞いているかもしれませんが、この二元性が現地で

問題になったと聞いています。

最終的には、県直轄のセンターは、９月 30 日に閉鎖しまして、防災計画に書いてあ

るとおりの市の社協が中心となったボランティアセンターに一元化されるという経過

をたどっています。

次の話に参ります。ボランティアさんたちに活動してもらうためには、情報をお互い

に共有しなければいけない。その前に、あなたは誰ですかということをやらなければい

けないというお話が、先ほど丸谷先生からもありました。このときも、同じ経過をたど

っていまして、９月 15 日の直前の段階では、あなたは誰ですか状態だったらしいです。

９月 15 日に県市の担当者レベルで集まって、連絡協議をして、やっとここから全体的・

統一的な行動を取れるようになってきたと伺っています。この辺は、明城さんに聞いた

話をまとめているだけですので、明城さんの方が、現地におられたので、詳しいかと思

います。

先ほど丸谷先生からお話があったように、ボランティアの人たちが、避難所のニーズ

を集めて、それをつなぐという役割をしてくれたそうです。先ほど避難所ごとに格差が

あるとか、避難所の中で、ある程度ケアをしなければいけない人も、元気な人も一緒に

寝ていたところですが、ケアしなければいけない人は、福祉避難室みたいなものを作っ

て、そこに集約するということを、ボランティアの皆さんが上手くいくようにやってき

たと聞いています。

９月 29 日に常総市長さんとか、県の次長さんとか、内閣府も参加したのですけれど

も、レベルを上げて連携会議を行ったので、担当者レベルで集まった会議よりも、市の

部長さん等に直接話ができるようになったそうです。市の方からも、ボランティアさん

たちとちゃんと話ができるようになったということでした。情報窓口がはっきりしたこ

ともこの会議の重要な成果です。

これから導かれることは、普段から顔をつなげておきなさいとか、情報共有は大事だ

ということだろうと思います。けれども、それはなかなか難しいというのが、課題だと

思っています。そういうことも考えていこうではないかということで、ここからは最近

の動きです。

先月から、「広く防災に資するボランティア活動の促進に関する検討会」というもの

を立ち上げています。日頃から地域における防災ボランティア活動に参加できるとか、

日頃から顔を合わせようということは、ずっと課題になっていたのですけれども、ある

程度答えを出したいという、かなり意欲的な取組、検討会になっていると思います。

メンバーは、ボランティアをやっている人、社会福祉協議会でボランティアをまとめ

る人、中央共同募金会、つまりお金を出す人、MS&AD インシュアランスグループさん

は企業側から寄付を行う人ということで、この会の特徴は、ボランティアをやる人、組

織を作る人、お金を出す人、寄付をコーディネートする人を１つに集めてやっています。 
こういう検討会の構成にしたというのは、ボランティアさんにもお願いしたいことが
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あるので、例えば丸谷先生も強調されていたのですけれども、誰を信用していいのか分

からないとか、一元性とか、信頼性とか、集約性みたいなものは、ボランティアさんは

ないですから、それがもう少し何とかならないかというところも、検討していきたいと

思っております。

ちなみに、栗田さんという方は、JVOAD の準備会の代表なのですが、ボランティア

団体を更に取りまとめるというものの代表になられる方なので、ボランティアさんと行

政がどのように対話をしていけるかというところも含めて、答えを出していきたいと考

えています。

以上が最新の動きです。

最後に宣伝をしたいのですが、こういう検討会の一方で、少しでも防災ボランティア

の裾野を広げたいということで、ボランティアにすごく一生懸命というよりも、ボラン

ティアにちょっと興味がある人をターゲットに、「防災とボランティアのつどい」を、

２月 20 日の土曜日の真っ昼間、普通の人でも来やすいように時間設定をしています。

皆さんもお時間がありましたら、いらっしゃっていただければと思います。

以上で私の話を終わらせていただきます。どうもありがとうございました。
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③静岡県における災害ボランティアの対応について

静岡県危機管理部危機情報課主査 

村井浩氏 

皆さん、こんにちは。静岡県危機管理部危機情報課の村井と申します。

私は 27 年度から危機情報課に来まして、自主防災、ボランティア担当ということで、

業務をしてまいりました。

その中で、災害ボランティアにつきましては、静岡県社会福祉協議会、静岡県ボラン

ティア協会と連携して取り組んでおります。

そういった取組を、今日は、紹介させていただきたいと考えております。

資料がたくさんになってしまったと、個人的には思っていまして、場合によっては、

飛ばしていくものがあるかもしれませんけれども、資料には一通り書いているつもりで

はありますので、御覧ください。

こちらが今日の資料なのですけれども、県だけでは、災害ボランティアはできるもの

ではありませんので、県社会福祉協議会、県ボランティア協会の取組も含めて、本日は

紹介したいと考えております。資料の中には、それぞれの機関からいただいたものがご

ざいますので、それぞれ出典を明記してございます。

今日の話す内容ですけれども、静岡県は、南海トラフ地震、以前は東海地震が来ると

言われておりました。どれだけ被害を想定されているのかというところをお話したいと

思います。

次に静岡県のボランティアの取組、受入れ体制、図上訓練、受入れ事例の紹介とござ

います。これは 2013 年７月に西伊豆町というところで、局地的な豪雨水害がありまし

て、このときにボランティアの受入れがありましたので、局地的な事例として紹介した

いと思います。

繰り返し起きる南海トラフ地震。1944 年に東南海地震、1946 年に南海地震が起こっ

ておりますけれども、東海地震の辺りは起こっていない、空白域となっております。

静岡県では、東日本大震災を受けて、第４次地震被害想定を策定いたしました。伊豆

半島を中心に、東と西でちょっと違うのですけれども、西側では南海トラフの地震を想

定、東側では相模トラフ、いわゆる関東地震を想定しております。レベル１、レベル２

は、国の想定に従ってやっております。

想定震源域はこんな感じです。

震度分布なのですけれども、静岡県では、基本ケース、東側ケース、陸側ケースを想

定しております。御覧のとおり、どれも黄緑色ということで、震度５強以上のところが

ほとんどとなっております。

次に津波の高さになります。湖西市から東伊豆町までが、南海トラフ・駿河トラフで

発生するレベル２の津波です。高さは遠州灘で 10 メートルから 19 メートル、駿河湾で

も６メートルから 15～16 メートル、一番高いところは、下田市で 33 メートルの予想と
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なっております。ただ、この 33 メートルは、誰も住んでいない、岬の先端です。下田

市の平均的な津波の高さは、15 メートルから 16 メートルとなっております。熱海市、

伊東市では、14 メートルから 17 メートルの津波が想定されています。 
一番困っているのが、津波の到達が早いということです。50 センチメートルの津波が

最短２分で到達します。例えば静岡市の清水区や駿河区、焼津市が２～３分で届いてし

まいます。その他、吉田町、沼津市は、かなり早く津波が到達してしまいまして、場合

によっては、揺れている間に津波が来ることも予想されます。

また、10 メートルの高さになるのも、早いところでは５分ということで、いかに早く

避難できるかが、人命を救う鍵になっております。

被害なのですけれども、建物被害は、レベル１、レベル２ともに、全壊・焼失が約 26
万棟、死者数におきましては、レベル２では 10 万 5,000 人です。うち９万 6,000 人は、

ほぼ津波による死者が占めております。これは最悪のケースを想定した場合ですが、予

測できた場合等は、減るという想定にもなっております。

生活支障の想定です。避難者数は、レベル１の地震で１カ月後に 84 万人、レベル２

の地震でも１カ月後に 100 万人の避難者が想定されます。これだけ避難者がいると、や

はり行政の支援は手が回らず、ボランティアの力を借りないと、やっていけないという

ことが考えられます。

物資の不足も、１週間で、給水が 16 万 4,171 トン、食料においては 609 万食、これ

がレベル１です。

レベル２でも、食料は 747 万食不足するという想定になっております。

地震だけではございません。富士山もあります。今のところは、まだ大人しいですが、

いつかは噴火する可能性がある山で、富士山の災害も懸念されるところであります。

また、こちらには載っておりませんが、1989 年には伊東沖で海底火山が噴火しました。 
静岡県の災害は、これだけ深刻なものが起こることが想定されているのですけれども、

ボランティアの取組はどんなことをやっているかということを、これから話していきた

いと思います。

やはり始まりはこちらです。何度も見ている方がいらっしゃると思います。

（映像が流れる）

こういった地震が発生した結果、このようになりました。死者は 6,434 人、負傷者４

万 3,792 人です。 
全半壊家屋が 24 万 9,180 棟。 
避難所の様子です。燃え盛る隣で避難しているといった、正直、かなり危険な状況に

なっております。

これを受けまして、静岡県では、300 日アクションプログラムをまとめました。その

中で、災害ボランティアコーディネーターを養成していきましょうということが、項目

に出ております。

災害ボランティアコーディネーターですが、平成８年から平成 14 年までに、819 人

養成いたしました。
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そこで、一旦終わったのですけれども、平成 16 年に新潟県中越地震が発生して、こ

ちらの地震を受けて、東海地震が発生した場合、現在の災害ボランティアコーディネー

ターが足りるかどうか検証した結果、900 人足りないということになりまして、平成 17
年から養成講座を開始、25 年までの養成者は 1,777 人となっております。

災害ボランティアコーディネーター養成講座ですけれども、昨年度から市町に実施を

お願いしております。というのも、災害ボランティアコーディネーターは、市町の災害

ボランティア本部に入って活動することが多いので、市町に養成してもらい、顔の見え

る関係を作ってもらおうという目的もありまして、市町に依頼をしております。

災害ボランティアコーディネーター養成講座の科目なのですが、被害想定の理解、災

害ボランティアの活動、災害ボランティア本部とボランティアコーディネーターの役割、

災害ボランティア本部をイメージするための演習、避難所運営や HUG による演習等を

やっております。

このように、養成講座を続けてきた結果、各市町に災害ボランティアコーディネータ

ー組織が誕生いたしました。

災害ボランティアコーディネーターの組織は、災害の多発化、災害ボラセン設置に大

きな力になると考えられます。

また、市町や市町社会福祉協議会との連携協力と活動強化に向けた動きが加速するこ

とも考えられます。

静岡県では、全ての市町に災害ボランティアコーディネーター組織化の機運が生まれ

ました。

次にボランティア活動ファンドをやっております。

平成 14 年にボランティア活動ファンドを造成いたしました。 
県が最初に 3,000 万円を拠出して、静岡銀行、スルガ銀行に共同受託をしております。

その後、静岡県労働金庫による寄付がありまして、現在、残高 5,178 万 7,000 円となっ

ております。

こちらの使用目的なのですけれども、災害に備え受託者が書いてありますが、市町が

災害ボランティア本部を立ち上げるときの運営に使われる目的となっております。

例えば東海地震が発生すれば、自動的にファンドは取り崩されます。それ以外の災害

でも、委員会を開いて、取り崩すがどうかを決定し、取り崩すことになれば、使ってい

くことになります。

東海地震等に備えた災害ボランティアネットワーク委員会をやっております。

そこに座っております、明城さんも委員になっております。

平時からの情報交換や災害ボランティアと関係者との信頼関係の構築等が目的にな

っております。

学識経験者、NPO、NGO、労働団体、社会福祉協議会等で構成されております。事

務局は、静岡県ボランティア協会に設置しております。

年３回程度となっておりますけれども、平成 27 年度は４回ほど行いました。 
静岡県でボランティアの図上訓練をやっておりますけれども、こちらの内容もこの委
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員会に諮っております。

静岡県では、危機管理部の出先機関として、伊豆半島を中心とする賀茂地域、東から

東部、中部、西部というところに、危機管理局、賀茂は振興局となっておりますけれど

も、出先機関を置いております。

地区ごとに災害ボランティア関係者、市町の社協関係者、市町の防災担当者、地域福

祉担当者が集まって、意見交換等の連絡会を行っております。地区ごとに顔の見える関

係を築くことも目的でございます。また、ボランティアや社協から出された課題等を、

こちらで検討していくということも行っております。

次に県の災害対策本部が立ち上がったとき、静岡県には、別館という建物の５階に災

害対策本部ができるのですが、こちらにライフライン、指定地方公共機関、指定地方行

政機関が入るスペースがあります。こちらに社協、県社協、県ボラ協のリエゾンが入る

場所も設けてあります。災害対策本部の情報共有をできるようにしております。

関係団体との協定も幾つか結びました。

上からですけれども、大規模災害発生時における災害ボランティア活動拠点に関する

覚書です。これは何かといいますか、静岡銀行、静岡県労働金庫、静岡県信用金庫協会、

13 の信用金庫が加盟しております。この３つの機関と、店舗の駐車場をボランティアの

活動拠点としても、借用するという覚書を結びました。

ボランティアの活動拠点は必要だと言われておりますけれども、行政が持つ土地は、

例えば警察や消防の応援隊、自衛隊等が入ったりする可能性が高く、また、仮設住宅を

作ることもありますので、行政のスペースをボランティアの活動拠点にすることは難し

いところではあるのですが、そういったところは、民間の力を借りて、活動拠点にさせ

ていただくといった取組を進めております。

下の方ですけれども、こちらは日本財団と協定を締結いたしました。日本財団は、現

在、300 億の基金を造成中であるということで、その基金を基に、例えばボランティア

団体等への支援活動への助成ということがあります。これは静岡県で災害が発生した場

合、静岡県に入るボランティアや NPO 団体に対して、迅速に助成ができるという取組

をしてくださるそうです。また、企業や学生ボランティアを被災地へ派遣する、要支援

者等への支援、この他に幾つかあるのですけれども、このような取組の支援をしていた

だけるということで、協定を締結いたしました。

それから、ふじのくに国際災害ボランティア支援ネットワークというものもございま

す。海外で災害が発生した場合に、静岡空港を拠点として、ボランティアを派遣したり、

もしくは東海地震が発生した場合、南海トラフの巨大地震が発生した場合、海外から静

岡空港を拠点として、県内にボランティアを派遣するという取組を、今、進めておりま

す。そういった内容を検討しております。

以上が、静岡県が主にやっている取組です。

これからは、静岡県で災害が発生したときに、どのようにボランティアを受け入れて

いくのかということをお話したいと思います。

左側が県の体制です。一番上に国の対策本部があって、その下、県の災対本部、次が
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県の方面本部、こちらは先ほどもお話しました、県の４つの地区に方面本部ができます。

それから、市町の災害対策本部があって、対応しております。

それに対して、ボランティアの受入れというのはどうなっているかといいますと、ま

ず県災害ボランティア本部・情報センターが立ち上がります。この中に、市町支援チー

ムという、いわゆる遊撃部隊、各市町のボランティア本部を回るチームを設置いたしま

す。そして、市町の災害対策本部と連携する位置に市町の災害ボランティア本部ができ

ます。

今、静岡県は、村がなくて、市町（しまち）と言っているのですけれども、市町（し

ちょう）と言う方が、一般かもしれません。言い慣れていないので、申し訳ございませ

ん。

静岡県災害ボランティア本部・情報センターなのですけれども、役割としては、災害

ボランティア関連情報の収集及び発信、調整、応援要請等、県内外の各方面との連絡調

整や、県災害対策本部との連絡調整を行います。

その他、各支援団体間の連携促進、県域の対外窓口、市町支援チームの派遣を行いま

す。この後、また説明しますけれども、市町の災害ボランティア本部は、後方支援を実

施する役割になります。

後、県本部・情報センターは、県が、県社会福祉協議会、県ボランティア協会と連携

して設置いたします。

運営の中心は、県社会福祉協議会職員、県ボランティア協会職員になります。

組織図はこんな格好です。統括がいまして、情報・広報班、調整班があり、総務班が

あって、市町支援チームがあるといった格好です。

市町支援チームがどんな役割をするのかということなのですけれども、市町災害ボラ

ンティア本部と県本部・情報センターとの連絡調整、市町災害ボランティア本部立ち上

げ、運営状況についての情報収集、市町災害ボランティア本部のニーズの把握と関係機

関への支援要請、このほか、④としましては、災害ボランティア本部の立ち上げ・運営

に必要な支援要員の派遣や資機材・物資の提供等となっております。

その他、広域で支援活動を行う支援団体の情報収集。

⑦なのですけれども、複数の近隣市町単位での災害ボランティア本部や支援団体等に

よる連絡会の開催及び運営支援となっております。

構成につきましては、県社協職員、県ボラ協職員、ブロック派遣の職員、災害ボラン

ティアコーディネーター等がチームとして構成されます。

一番の目的なのですけれども、下の太字です。巡回支援の中で、的確に情報収集を行

い、市町間の相互支援につなげたいということが目的であります。あるところでは、こ

ういったものが不足している。ところが、別なところへ行ったら、そのものが余ってい

た。そういったところの調整を図ることも、市町支援チームの役割になります。

これは各市町のボランティア本部を想定した格好ですけれども、情報共有会を行うこ

とが想定されます。

飛ばします。



23

続きまして、県内外災害ボランティアによる救援活動のための図上訓練です。

静岡県では、27 年度、第 11 回目の災害図上訓練を 12 月 12 日、13 日に実施いたし

ました。その図上訓練のお話をしたいと思います。

県ボラ協の取組を紹介いたします。図上訓練にいったいきさつを踏まえると、分かり

やすいと思いますので、先に県ボラ協の話をさせてください。

中越地震のとき、県ボラ協の職員の方が新潟へ行きました。状況はこんなバタバタし

た格好です。

何ができるか、お金はどうするのか、人の募集はどうするのか、遠隔地へのボランテ

ィアの派遣、宿舎の確保・交通手段ということが課題になっていて、どうすればいいか。

街頭でのボランティア支援募金を行う、現地へ専従者等を派遣いたしました。

現地はこんな感じです。

静岡からもメンバーがボラセンを通じて活動を始めておりました。

例えば鍋で 300 人分の食料を作った。 
足湯サービス等を行った。

ゆで卵を 300 個作った。 
避難所の仮設テントですけれども、当時、こんな状況でした。中越地震が起こったの

は 10 月の下旬、これから寒くなってくる時期で、これではやはり休めないです。 
支援物資は被災地を襲う第二の災害と言わせないためにも、例えば支援物資の中に子

供たちの手紙を添えて届けるといった活動が、結構いいかもしれません。

こうやって実際に現場に行く中で、ボランティア協会は、支援のためのノウハウを学

んでいきました。

ただ、やはりできないものもございます。

実際に現地に行くことによって、支援活動をできる限り県内のボランティア組織と一

緒に進めた、ノウハウの蓄積、ネットワークの広がりがあって、そして、地域防災力の

強化へつなげたい。

そういった中で、静岡県は、実際に東海地震が起こった場合、ボランティアはちゃん

と受け入れられるのかといった課題が出ました。それがきっかけとなって、災害ボラン

ティアを受け入れる図上訓練をやってみようということになったわけです。

こちらがその様子なのですけれども、一番上は、開会式のブリーフィングの様子です。

それから、市町ごとにボランティア本部を設置して、１つの会場の中に幾つかテーブル

を置いて、テーブルごとに参加した市町が入って、検討していくという格好になるので

すけれども、そんな格好がこちらです。こちらが、連携会議、情報共有会をやっている

様子です。

こちらもその一風景になります。こちらが情報共有会議、ワーキンググループです。 
訓練の経緯なのですけれども、平成 13 年に災害ボランティア本部立ち上げ訓練を行

いました。その後、平成 17 年からは、現在の名称になっております。 
平成 27 年度は、215 名の県内参加者と、東北から近畿にかけて 94 名の県外参加者が、

２日間にわたって訓練を行いました。どういう地震が発生して、どういう対応を取ると
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いう訓練ではなくて、どちらかといえば、こういう困りごとがあって、どうやって解決

していきましょうという、ワークショップのような形の訓練をやっております。

多くの災害ボランティア、社会福祉協議会職員、NPO 職員、NGO 職員、行政職員も

参加しております。

27 年度のテーマは「気づく、つながる、動き出す～災害時の助け合いを考えるワーク

ショップ～」という形で訓練を打ち立てていきました。

初日です。３カ年計画というのは、第 10回から第 12回まで１つの訓練として考えて、

３カ年計画でやっております。そのうち、今回は第 11 回目になっております。３カ年

計画で、第 10 回の取組の成果を報告、地区防災計画に関する事例紹介、静岡県内の連

携支援体制の対談を行いました。そして、ワークを市町ごとにやっていくという格好で

す。

２日目におきましては、地域の防災に関わる取組内容の共有、更に困り事を決めて、

各市町がどんなことに困っているか、そういった課題を挙げて、それを解決するために

は、どのようなプログラムを作っていけばよいか、そういったワークショップを行いま

した。その他、訓練に参加していないビジターの方向けに、オリエンテーションやオー

プンドア形式の講座も並行して行っております。

この訓練なのですけれども、県内及び県外ボランティア関係者や社協関係者によるワ

ーキンググループを作って、そのワーキンググループで７～８回ほど検討をして、仕立

てていくという格好で、皆さん手作りでやっております。

その成果としまして、県内外の災害ボランティアが集まり、顔の見える関係づくりに

つながっている。

県外の人たちにも、静岡県や東海地震等について、事前に知っていただく機会になっ

ている。

その他、被災地の支援において、図上訓練でできたつながりが生かされた。

今回の訓練では、県外の方が、県内の市町のどこかに入るといった形を取っておりま

す。そうして入ったことで、県外の団体と県内の団体が連携を取り、お互いの訓練に参

加するといった連携ができているところも、現れ始めております。

これを自分たちで考えてみますと、自然大災害は必ず起きる。

南海トラフ巨大地震では、被害は更に拡大。

自分の命、家族の命、地域を守る。

外からの支援を上手に受け入れる。先ほども資料で紹介がありましたが、受援力を高

めるといったことです。

ボランティア宿泊拠点の確保や提供。

顔と顔が見えるつながりづくり等が必要だと考えられます。

続きまして、ボランティアの受入れ事例を紹介いたします。こちらは、西伊豆町災害

ボランティアコーディネーター連絡会の取組と合わせて、お話をしたいと思います。

2013 年７月 18 日、西伊豆町で豪雨災害がありました。 
場所はこちらです。伊豆半島の西側なのですけれども、人口は 8,700 人です。これは
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９月１日現在です。こういった地域の特徴としまして、少子高齢化が進んでおります。

高齢化率は県内最多で、45％ほどまでいっております。 
次の写真を見ていただければいいのですけれども、リアス式海岸で、集落は海岸に近

いから、津波が来たときに、岩手県の三陸と同様に、津波の高さが高くなる可能性があ

る。そして、急な崖があって、避難する場所が少ない。高いビルはあるのですけれども、

ホテルが中心になっております。そして、少子高齢化等の問題もございます。ただ、こ

ういう地形が風光明媚であり、夕日が美しい町として、有名な町でもあります。

そのときの状況です。西伊豆町にピンクの部分が掛かっております。こちらは、200
ミリ以上の雨が降ったという格好です。

雨の降り方に特徴がありまして、午後３時の１時間に 100 ミリ近い雨が降りました。

これだけの雨が降ると、やはり災害が大きくなる、出やすいといったこともあります。 
３時 57 分に大雨洪水警報が出て、その後、土砂警１号、２号が出ました。 
注意を促していたのですけれども、こういった被害が出てしまいました。道路、河川、

歩道等、土砂災害により大きな被害が現れてしまっております。

地域で言いますと、例えば宇久須というところは、先ほどの地図の上の方なのですけ

れども、半壊１、床上浸水８、安良里というところで、半壊 13、床上浸水 28、田子は

全壊１、床上浸水７、半壊 10、仁科は床下浸水５となっております。建物だけで、計

383 軒の被害が出ました。 
こういった状況です。

幼稚園にも、このように土砂が流れ込んでおります。

地形的に急斜面にある川ですので、流木、倒木等を巻き込んで、このように流れ込ん

できております。

災害推移としましては、３時 57 分に警報発令、４時 30 分に川が氾濫、土砂流出とい

う被害が出ました。この流れで見ますと、14 時 30 分に災害ボランティア本部立ち上げ

の相談をして、翌日から立ち上げようと、社協で確認したようです。

災害ボランティア本部の動きですけれども、2013 年７月 18 日午前中、社協職員の方

が泥かきをして、現地調査に入りました。

午後に災害ボランティア本部の立ち上げを決定して、災害ボランティアコーディネー

ター登録者に電話連絡開始。

19 日から、現地調査、ニーズ調査、ボランティアの受付を開始し、20 日には、各地

区にボランティア支部を設置、いわゆるサテライトを置きました。

28 日に災害ボランティア本部を閉鎖したのですけれども、10 日間で延べ 322 件の依

頼があって、2,431 人のボランティアの受入れを行いました。 
実際、静岡県は、東海地震が来ると言われていて、幸い大きな地震にまだ遭っていな

いのですけれども、災害ボランティア本部が立ち上がったという事例もそうなくて、過

去、2010 年に小山町で台風９号の災害があったときに、立ち上がったぐらいといった格

好です。

西伊豆町災害ボランティアコーディネーター連絡会というのは、一番最初にお話をし
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た、災害ボランティアコーディネーター養成講座を受けて、ボランティアコーディネー

ターとなった方が集まり、組織した団体でありまして、西伊豆町では、2013 年７月４日

に立ち上げの準備をしておりました。７月 30 日を発足会としていたところ、このよう

な水害が起こってしまったということです。

災害ボランティアコーディネーター連絡会の目的は、災害時におけるボランティア活

動が円滑かつ効果的に実施されるために必要な支援活動を行うということなのですけ

れども、間に合わず、準備している状態で活動を始めたという格好です。

受付は、このような感じで行っておりました。

中の様子です。

資機材がこのように並べられております。

ボランティアの皆様は、このように活動してくださいました。

これは畳を外して、下の泥かき等をやっていただいているところです。

側溝の掃除等も、皆さんでやっていただきました。

７月 19 日から７月 28 日まで、延べ 2,431 人の方に来ていただきました。 
活動をした結果、このような状態だったところが、このようになりました。

既に重機が入って、片付けを始めているのですけれども、奥の方では、ボランティア

が活動している様子も分かりますが、こういった状況が、このように片付きました。

また、こういった状況も、このようにきれいになっております。

2,400 人の方がこうやって活動してくださった結果、このように、復旧が進んだとい

うことです。

西伊豆町災害ボランティアコーディネーター連絡会は、これで終わりではなくて、こ

のボランティアの受入れを踏まえて、どんな課題があったかというところまで、整理し

てくださいました。それもお話したいと思います。

ボランティアコーディネーターの振り返り、被災者へのアンケートの実施、自治会の

役員にもアンケートを実施、町に対しても聞き取りを行い、被災者との座談会等を開き

ました。そして、情報収集をして、課題を集めていきました。

こんなふうにやっていったわけです。７月 30 日の発足が、８月６日に発足となって、

現在も活動しております。

災害ボランティアの会の反省としまして、本部と支部、本部があって、幾つかサテラ

イトを置いていましたけれども、その連絡が上手く取れなかった。

自主防との連携が上手くいかなかった。災害の被災状況を持っているのは、やはり自

主防災組織のトップだったり、自治会長だったりしますけれども、どこでどれだけ被害

があるかという情報収集をするに当たって、やはり自主防との連携が必要であるといっ

たことが考えられます。

ボランティアの待ち時間が長かった。

現地調査の聞き取りが上手くいかなかった。

局地的な災害でありましたので、土砂災害が起こった付近では、あのような壊滅的な

状況になっているのですけれども、それ以外の場所では、そんなに被害が出ていないと
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いうことで、被災地とそうではないところの差が大きく、被災地以外では無関心な方が

多かった。

被災地の土地勘がなかったので、大変だったといった課題が挙げられました。

アンケートをした結果ですけれども、災害ボランティアというものを知っていました

かという質問に対しまして、住家の被災住民につきましては、約７割の方が知っていた。

と言っても、３割近くの方は知らなかったということがございました。

自治会役員については、知っていた、聞いたことがあるも含めれば、８割ぐらいにい

っているのですけれども、知らなかった人が１割ぐらいいらっしゃいました。

災害ボランティアが活動しているのを知っていたかという質問ですけれども、こちら

は、知っていたという人は５割を切っております。知らなかった人が多かった。

自治会役員につきましては、知っている人が８割いたという状況です。

災害ボランティアの頼み方を知っていたか。

住家の被災住民については、知っていた人が２割しかおりませんでした。知らなかっ

た人が８割です。

自治会役員についても、知っていた方は４割、また、知っていたけれども、どこに連

絡していいか分からない、知らなかった人を含めると、半分ぐらいの方がいました。

実際これから見えることは、災害ボランティアが入ってきたときに、活動しているか

ということを、いかに住民の方に知らせるか、またはいかに頼み方を知ってもらうかと

いうことが、１つの課題であると考えられます。

災害ボランティアを頼んだか、勧めたかというところで、住家の被災住民につきまし

ては、頼んだ方は３割でした。７割は頼まなかった。

自治会役員につきましては、勧めたという方は４割弱、勧めなかったという人も４割

ぐらいいらっしゃいました。

どうして頼まなかったのか。被害が少なかった、家族・知人でやった、近所に手伝っ

てもらった、いわゆる共助というところで、素晴らしいことだと思うのですけれども、

被害の大小はここからは見えてきませんが、近所で何とか対応できたから頼まなかった

という事例や、後は、行政がやってくださった。その他、自分で頼まないけれども、他

の人が頼んでくれた。６番、頼み方が分からなかった、活動を知らなかったというもの

が、理由として挙げられております。後、９番、もっとひどい被害の人がいるかと思っ

たというものもあるそうです。

災害ボランティアは自治会と一緒に活動したか。活動したが２割、これは多分自治会

側の回答ですけれども、協力しなかったが５割ありました。

どうして一緒に活動しなかったかというところは、区には来なかったとか、必要なか

ったといったところが、７割近くを占めております。

ボランティアを頼んで良かったか。とても良かったという人は９割です。皆さん、や

ってもらって、復旧が進んで助かっているということです。

ボランティアと一緒に活動して良かったか。とても上手くいった、まあまあ、好意的

な意見がほぼ占めております。
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役場に聞き取ったところなのですけれども、良かったところとしては、公道や公共の

場は行政と消防団、個人需要は災害ボランティアという住み分けがよく機能した。連絡

会の報告により、活動を把握できたといったところがあります。

良くなかったところとして、ボランティアの数が分からず、作業計画が立てづらかっ

た。災害ボランティアが現場で柔軟な活動変更ができず、協働を試みても、ロスの生じ

ることがあった。依頼電話が役場に入ってしまったので、困ったという意見があったよ

うです。

アンケートのまとめとしましては、連絡網がなかったので、連絡不十分であった。

被災者は、自分の被害は大したことないと考えてしまうというところが、読み取れま

した。

その他、自主防との連携が上手く取れなかった。

自治会役員は、連絡が不十分だと感じていた。

ボランティア自体を知らない人が多かったといったことが、アンケート結果から出て

きました。

これは、西伊豆町災害ボランティアコーディネーター連絡会の合言葉だそうです。「生

き残ろう！そして、地域のために働こう！」。

これからは、西伊豆町災害ボランティアコーディネーター連絡会の取組ですけれども、

ボランティアのことを知ってもらおう。

訓練をして、スムーズにできるようにしよう。

自治会と協力する。

それぞれの地区に合ったやり方を進めよう。

被害に遭わなかったところの人たちは、できるだけ助けにいこう。

仲間を増やそうといったことをやっていきたいということです。

そのために始めた活動として、①がスキルアップの訓練。

②③が避難経路・地域ネットワークの確認としての町歩き。地理的なこともよく分か

るようになるかと思います。

④普及・広報。コーディネーター養成講座を開いたり、福祉大会を開いたり、活動を

掲載したりしております。

こんな感じです。災害ボランティア養成講座は、このようにやるということです。

立ち上げ訓練は、このような状況です。

マップづくりも、このように多くの方が参加してやりました。

このように、地図にふせん等をはって、いろいろなことの情報収集をしております。 
この結果、ボランティアの受入れで数々の課題があり、課題を抽出した。

被災者は、自分の被害を過小評価することがある。

災害ボランティアのことが知られていない。

ボランティアコーディネーターのスキルアップと社協との協働は必須。

今回の災害は、被災地に偏りがあるので、各地区でボランティアコーディネーターが

必要、多過ぎることはない。
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居住区以外の地図が分かっていないと、話にならない。

自主防と親しくさせていただくのが大事。

マップづくりは、防災意識を高めるのに有効、マップを作るには、自主防との協力が

なければ、効果は不十分といったことが挙げられました。

後は、地域に役立とうと思えば、生き残ることを考える。

有効な防災活動は、無理しない、でも、続けることです。

本日は、静岡県、県ボランティア協会、県社会福祉協議会の全体のお話をさせていた

だきました。

ボランティア受入れ事例につきましては、例えば昨年発生した常総市のように、規模

が余り大きくはなく、受入れも 10 日程度で終わった、幸いにも 10 日程度で済んだとい

ったことなのですけれども、ボランティアコーディネーター連絡会が課題等を抽出いた

しましたので、今回、紹介させていただきました。

今回の話のまとめとしまして、行政と社会福祉協議会、ボランティア関係団体の連携

を深める、顔の見える関係づくり。

ボランティアのスムーズな受入れと活動のために、行政は日頃から支援を進める。

災害対策本部からボランティア本部への災害情報を提供すること。災害情報を提供す

ることで、どこを重点的に支援すればよいか判断可能となります。また、ボランティア

本部から、現地の情報がフィードバックされるというメリットもございます。

自主防災組織とボランティア関係団体の連携が薄い。これは静岡県でもそうです。現

在、静岡県で、自主防災組織の人を集めて、いろいろ検討しているのですけれども、ボ

ランティアとの接点がないというのが実情でございます。現地の災害情報は、自主防役

員が持っていることが多い。

いろいろと事例を紹介した中で、静岡県としても、こういったところを、今後も進め

ていければと考えております。

御清聴どうもありがとうございました。
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④東日本大震災における NPO・NGO の支援活動とボランティアとの連携について

全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）準備会事務局長 

明城徹也氏 

全国災害ボランティア支援団体ネットワークの明城といいます。

今日は、これから 20 分間「東日本における NPO・NGO の支援活動とボランティア

との連携について」話をさせていただきたいと思っております。

最初、丸谷先生からボランティアはいろんな人がいるという話がありましたけれども、

私はボランティアの中でも、NGO でずっと働いてきておりました。 
簡単に自己紹介させていただきますと、NGO ということで、主に海外でのいろんな

被災者支援をやってきました。特に紛争後の難民が発生したときの支援みたいなものを、

90 年の中ほどぐらいからずっとやってきて、実は国内の災害に関わったのは、東日本大

震災以降ということで、今日、この話の中で、ボランティアのこれまでの経緯みたいな

こともありましたけれども、そういうものを聞いて、なるほど、そういうことだったの

かということで、私自身、これより前のことは、余り知らない、比較的新しいボランテ

ィアと言えるかと思います。

現在は、先ほど御紹介がありましたけれども、全国災害ボランティア支援団体ネット

ワークということで、支援の連携とか、調整等ができるような、新たな仕組みを作れな

いかということで、今、活動しております。

最初に、NGO とはどういうところなのか、どういうことをしている人たちなのかと

いうことをお話したいと思います。

先ほどボランティアのことを余りよく分かっていらっしゃらないという方は、たくさ

ん手が挙がっていましたが、NGO というのは、もっと分からないですね。 
これは、私が 2001 年ぐらいに行っていたところなのですけれども、シエラレオネと

いうアフリカの小さい国があるのですけれども、そこにできた難民キャンプの写真にな

ります。

ここで NGO がどういう活動をしているかということなのですけれども、実は様々な

活動をしております。これが難民キャンプなのですけれども、土地の造成も NGO がや

っています。ここにありますように、難民が隣の国から逃れてやってくる。難民の登録、

食事の提供もやりますし、新しく人が住む場所、１つの町みたいなものができるので、

ここに学校ができたり、更には病院ができたり、水を提供しないといけないですし、個々

の家を整備しないといけない、こういう様々なサービスを NGO がやっています。 
もちろん現地には政府もいますし、こういうところですので、国連機関も入ってくる

のですけれども、現地の行政、国連機関、NGO が三者の合意の下に、こういうところ

で活動しています。いろんな住民へのサービスを行っているということが、普段、NGO
の仕事としてあります。

もう少し海外の支援の話をしますけれども、難民キャンプの支援をする場合、クラス
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ター・アプローチと書いてありますが、これは何かと言うと、簡単に言えば、支援の分

野ごとに幹事が決まっていると思っていただければいいと思うのですが、例えば先ほど

難民キャンプで水を提供するという話をしましたけれども、水というのは、UNICEF が

やっています。UNICEF は、教育とか、子供の支援ももちろんするのですけれども、水

の支援の幹事にもなっていたりします。難民が発生しましたといって、NGO が海外に

行って、水の支援をやりたいといったときには、UNICEF に行くのです。 
UNICEF に行くと、どこの地域では、井戸が何本あるから、そこの地域では要りませ

ん、でも、こちらではまだ全然支援が入っていないので、こちらで井戸を掘ってくださ

いとか、そういう情報を持っていて、更にはコーディネーションをやっている。ですの

で、NGO の人たちが海外で支援をするときは、どこの分野の支援をするには、どこに

聞いたらいいかという、事前にある程度明確になっているという状況があります。

海外で支援をする団体、NGO と呼ばれる団体なのですけれども、日本にもそういう

団体が幾つかあります。そういう NGO をサポートしている、ジャパン・プラットフォ

ームという緊急支援をサポートしているところがあるのですけれども、そこに加盟して

いる団体だけでも、日本には 48 団体あります。 
NGO というのは、難民の支援とか、自然災害、去年で言うと、ネパールの地震であ

るとか、その前のフィリピンの台風の被害とか、そういう自然災害を数多く経験します

し、すぐに海外へ飛んでいく人たちなのですけれども、そういう団体が、東日本大震災

が起きて、どういう活動をしたかということを御紹介したいと思います。

これは３月 11 日から８月９日の約５カ月間の間に、どのぐらいの規模の支援を、NGO
と呼ばれる支援団体がやったかということなのですけれども、一番大きいのは、食料と

か、物資支援ということで、27 億円という大きな金額を使っています。 
それから、地域復興ということで、こちらは清掃や瓦礫撤去もあるのですけれども、

避難所の支援であるとか、障害者や高齢者の施設、そういったところへの支援も含めて、

５カ月間で 10 億円になります。 
更には医療関係の支援を行ったり、教育関係の支援、そういったことも、いろんな専

門分野の NGO と呼ばれる団体が、５カ月間でこれぐらいの規模の活動を行ったという

ことがあります。

なぜこれだけの規模の活動が行えたかというと、先ほどちょっと御紹介した、ジャパ

ン・プラットフォームというところがありまして、こちらが企業等からの寄付を中心に、

70 億円ぐらい、東日本大震災で寄付を集めました。 
発災直後の２～３カ月に、多くの企業からの寄付を一気に集めて、そういったお金を

基に、こういう団体に資金助成をしているという仕組みがあったので、これだけの活動

ができたという経緯もあります。

これは字が細かくて、見づらいのですけれども、こういった NGO が、岩手県でどう

いう展開をしたかということなのですが、詳しくは、後で見ていただければと思うので

すけれども、こういうたくさんの団体が、いろんな分野の支援をこういう地域に入って

行ったということになります。
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これは５月 30 日時点ということで、２カ月ちょっと経ったときに、これだけの展開

が既にされていたという表になります。

先ほどの表を地図上に落とし込もうとしたものが、英語のものです。見づらいのです

けれども、こちらが岩手県の地図になるのですが、どういう支援団体が、どこに入って、

どういう分野の支援をやっているかということをまとめようとしたものです。

これは上手くいきませんでした。なぜ上手くいかなかったということなのですけれど

も、そもそもこの仕組み自体は、先ほど言ったクラスターシステムの仕組み、分野ごと

に幹事がいるという話をしましたけれども、海外では国連がそういうふうに情報を集約

して、誰がどこで何をやっているかという情報を集約して、今、必要なものは何なのか、

必要な場所はどこなのかという調整をしているのですが、今回の東日本の場合、日本政

府はしっかりしているということで、国連は入れなかったという状況があります。でも、

こういう情報の取りまとめは、必要だろうということで、先ほど言ったジャパン・プラ

ットフォームと、もう１つ、JANIC という NGO のネットワークが協力して、何とか調

整の仕組みを作れないかということで、試みをしたものです。

このときに何が起きていたかというと、個々の NGO、先ほどの岩手のもので、いろ

いろなところが現地で入っていましたけれども、あれだけの大きな災害だったので、入

った先で支援活動をせざるを得ないということで、どんどん支援活動をしていったので

すが、彼らの悩みは、今、支援活動を始めたのだけれども、もっと支援が必要なところ

があるのではないかとか、支援の届いていないところをどうやって探していいか、それ

が全く分からなかったのです。

そもそも NGO を相手に調整をするということが、これまで余りされてこなかったの

で、どうしていいか分からない。逆に言えば、海外では調整するということに慣れ切っ

ていたので、調整されないで支援をするということは、非常に不安だった。それではと

いうことで、調整を試みたのですけれども、皆さん、こんなところは聞いたことがない

ですね。

宮城県に行って、支援の調整をしたいですと、こういう団体が行きました。先ほどの

言った、NGO の 48 団体ぐらいだったら、知っているので、情報がもらえました。でも、

実際は 1,000 を超えるような支援団体が行っていました。NGO だけではなくて、いろ

んな支援団体が現地に入りましたし、ボランティアセンターでもいろんな活動が行われ

ていました。また、行政でも、いろんな被災者支援活動が行われていました。そういっ

たことを、こんな NGO だけで取りまとめることは、到底できませんでした。国連の協

力も得て、試みてはみたのですけれども、結局、断片的なものしか作れなかったという

のが、東日本の我々の経験でした。

もう１つ、NGO のことを話しますと、先ほどボランティアは、お作法を作りました

という話がありましたけれども、NGO の中では、もともと行動規範というものを、赤

十字と一緒に作っています。

幾つかポイントを見ていきたいのですけれども、２つ目、ここが行政との一番の違い

を表していると思います。援助の優先度は、その必要性に基づいてのみ決定されるとい
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うことで、NGO 等の団体は、平等性とか、公平性よりも、必要があればやりますとい

うことを大事にしているというのが、１つ大きな特徴だと思います。

先ほど岩手県に NGO が入っていったリスト、表がありましたけれども、NGO とい

うと、もしかしたら、外からいきなり入ってきて、ガヤガヤといろんな活動を勝手に始

めてしまうと思われていたところがあります。東日本のときも、そういうふうに思われ

ていたところがあるのですけれども、もともとはそうではなくて、地元の対応能力に基

づいて、災害救援を行うように努めるということも、事前に行動規範の中に書かれてい

ます。更に地元の対応能力プラス、適切な調整の下に行われる。だから、必要性があっ

て、地元の対応能力に基づいて、適切な調整の下に行われるということを非常に意識し

ます。

最後なのですけれども、救援というのは、特に緊急救援は、目の前の基本的なニーズ

を満たすのはもちろんなのですが、更に将来の災害に対する脆弱性をも軽減させること

に向けられなければならないということで、長期間にわたって何がいいのか、そういう

ことを考えながら、緊急支援をやっていかないといけない。そういうことも考えながら

やっている。逆にここがどれだけ考えられているかということが、NGO の腕の見せど

ころみたいなものにもなるわけですが、要はこういうことが事前に NGO の中では考え

られている。

こう書いてあるのですけれども、上手くいかなかったのは、例えば地元の対応能力に

基づいてということなのですが、事前に地元と全くつながっていなかったのです。海外

での支援はしていました。NGO を行政は知っています。でも、それは外務省です。 
国内で災害起きたとき、日本で災害が起きたのだから、海外で支援するよりも楽では

ないかと、最初は思っていました。でも、地元のことをこれまで全然知らなかったので、

社協がボランティアセンターを立ち上げる、何か聞いたことがあるというぐらいで、県

庁に行って NGO ですと言っても、よく分からないという話になってしまう。そういう

意味では、初動において、関係性が築けていなかったために、非常に苦労したというこ

ともありますし、災害の支援を行っている途中でも、自分たちがやっていることは、将

来に対していいことなのかと思っていました。地元とのつながりが薄いので、災害の支

援に入って、表面上は喜んでいただけますけれども、これに対して、本当に手応えのあ

る活動が最初からできるようになっていたかというと、非常に不安を抱えながらやって

いたということがあると思います。

ここまでは難しかったことということで、話をしましたが、ちょっとだけできたこと

をお話したいと思います。

これは政府の現地対策本部の体制図になるのですけれども、重要テーマ担当割という

ことで、ボランティアが宮城県には入っていました。先ほど内閣府でボランティア活動

検討会をやっていたという話がありましたけれども、たまたま活動検討会の中に、NGO
の人が１人いて、その人が、災害対策本部の中に入っていた内閣府の人と知り合いだっ

たということで、ボランティアということが重要テーマになって、これをきっかけに、

薄い関係の中でスタートしたというのが、宮城の事例になります。
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これがそのときの写真なのですけれども、現地対策本部会議の様子です。ここに本部

長の方がいらっしゃって、各省庁からのリエゾンの方がいます。宮城県庁の会議室の中

にこういうものが設けられたのですけれども、そこに NGO・NPO の人間が入って、災

害対策本部の会議の中で、一緒に情報共有するということが行われました。

国の現地対策本部でこういうことが行われた結果、もう１つ、こちらは石巻市役所な

のですけれども、石巻市役所においても、自衛隊と石巻市、NPO・NGO が一緒になっ

た、情報共有の会議が行われたという事例であります。

こういう連携が生まれたことによって、何ができたということなのですけれども、１

つは、今、石巻の写真がありましたが、あれは何の話をしていたかというと、当時、た

くさんの避難所があって、自衛隊だけでは、全部の避難所をカバーできない。食事の提

供を自衛隊がやっていましたけれども、全部の避難所をカバーするのは無理だというこ

とで、地域割をしましょう、自衛隊はどこの避難所を担当します、NPO・NGO はこち

ら側の避難所を担当してくださいということで、炊き出しの調整をしました。

気仙沼では、自衛隊と NPO で、自衛隊は主食を出します、NPO 側は副食を出してく

ださいという調整をしました。

次に応急仮設住宅の支援についてです。仮設住宅がどんどんできて、行政は箱物を提

供します、鍵を渡します。それで終わりだと思っていたのですけれども、当然中に生活

必需品がないと、暮らしてはいけないわけで、家電の６点セットは日赤が提供しました。

布団とか、お風呂周り、キッチン周り、そういった必要なものは、余り想定がなかった

のですけれども、それを NPO と行政が連携をしまして、宮城県内では、11 市町におい

て、２万 3,000 セットの生活物資の提供をしました。同様に冬の寒さ対策、暖房器具の

配布等も行ったということで、一部、こういう連携ができたということがありました。 
こういう結果を基に、宮城県においては、災害後に対応の検証を出しています。その

中には、県の NPO の受入れ体制を事前に定めておく必要があるということが書かれて

いました。

こちらは岩手県のものになるのですけれども、岩手県でも同様に、あらかじめ調整を

図っていく必要があるという認識がされてきたという事情があります。

災害後に起きたネットワーク組織ということで、いろんなネットワーク組織ができた

のですけれども、できたことというのは、あれぐらいだったのです。専門性のある団体

等も入って、もっといろんなことができたのではないかということがあるのですけれど

も、結局、災害後にできたネットワークということでは、情報共有であるとか、関係構

築、これぐらいが限度だったのではないかと思っています。効果的な被災者支援をする

ための調整であるとか、協働というのは、限定的で、この辺を今後どうやって準備を進

めていくかということが、大きな課題だと思っています。

時間が押してきているのですけれども、最初に災害対策基本法の話がありましたが、

ボランティアということで、連携するといっても、誰とどうやってというところが、一

番大きな疑問だと思います。

ボランティアといったときに、誰なのかということで、災害法制上のボランティアと
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いうのは、市民セクターとも置き換えられるかも分からないのですけれども、ボランテ

ィアというのは、一般的には個人のボランティア、個人の人たちがたくさんボランティ

アセンターに来て、地域の支援活動を行うというイメージがあるかと思うのですけれど

も、実は NPO が組織的に専門分野を持って支援をする。更には NPO の中に、国際的

に緊急支援をやっているようなところもあって、こういうボランティアが、一くくりに

ボランティアと言われているのが、現状だと思っています。

これを見たときに、先ほど茨城県の地域防災計画の話がありましたけれども、あれは

もしかしたら、ここのことだけを想定しているとか、一方で、静岡県の先ほどお話で、

支援団体という言葉が出てきましたが、支援団体の情報の把握をして、支援団体との連

携を進めるということが書いてありました。ということは、この辺まで全部考えてされ

ているのではないか。

ボランティアセンターの中でも、協働型で、NGO や NPO も含めて、ボランティアセ

ンターをやっていこうというところもあれば、ボランティアセンターというのは、この

範囲内でしょうということで、やっているところもある。地域によっていろいろなので

す。ただ、いろいろな地域性があるのですけれども、どうやってこういう人たちの受入

れをするか。更にはこういう人たちの力をどうやって生かすのかという、準備をしてい

かなければいけないと思っています。

これは災害対応での関係性なのですけれども、こちらに行政がいて、NPO・NGO が

いて、個人のボランティアがたくさん来る。こちらが、どちらかというと、現場対応み

たいな話になるのですけれども、ボランティアセンターと個人ボランティアの仕組みは、

今、かなりできてきて、スムーズに行けるようになってきていると思いますが、NPO・

NGO はどこに行ったらいいか分からないというのが、よくあるパターンだと思ってい

ます。ですので、この辺をどうやってつなぎ合わせていくのかということを、考えてい

かなければいけないと思っています。

時間も押してきているので、すぐに終わりたいと思うのですけれども、そういった状

況を踏まえて、今、全国災害ボランティア支援団体ネットワーク準備会というものを、

今、私どもで行っております。ここでは、被災者・被災地支援に関わる行政、企業、市

民セクター、こういったところが、災害対応の課題を解決するために、連携の促進と支

援の調整を実行するための仕組みができないかと思っています。市民セクターとの連携

をきっちりしていくということも、１つ大事な要素だと思っていますし、セクターを超

えたところとの連携というのが、更にやらなければいけない部分だと思っています。

現在、全国災害ボランティア支援団体ネットワーク準備会は、こういうメンバーで、

会議を重ねているという状況です。

全国災害ボランティア支援団体ネットワークが、今後やっていかないといけないこと

は、NPO 間、市民セクター間の連携強化であるとか、セクターを超えた強化です。一

番大事だと思っているのは、東京でネットワークを作っただけでは機能しないので、地

域とどうやって連携をしていくのか、ここが一番大きな課題だと思っております。

この辺は、後で見ていただければと思うのですけれども、災害が起きたときに、しっ
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かりコーディネーションができるような仕組みを作りたいと思っております。

茨城県の話もちょっとしたかったのですけれども、こちらは児玉さんの話もあったの

で、飛ばしますが、この後もしばらくいますので、後でまた御質問等があれば、してい

ただけたらと思います。

地域との関係性というのが、今後、一番大事になってくると思います。内閣府でもボ

ランティア検討会をこれまでやってきていましたが、民間側も連携のための場づくりを

やっていきたいと思いますので、これからもよろしくお願いします。

今日は、どうもありがとうございました。
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⑤質疑応答

○京都府 古橋氏：京都府庁の古橋と申します。今日は、ありがとうございました。

幾つか質問がありまして、村井さんと明城さんにお聞きしたいと思います。

村井さんにおかれましては、御説明の中で、災害ボランティアあるいは社協の方が、

県の災対本部に入るというお話があったかと思います。京都府もこういう取組をした

いと思っていたところで、是非お手本にさせてほしいと思っているところなのですけ

れども、こういった取組は、いつほどからされているのか。あるいは社協さんとかな

り密接な関係を持たれた結果、こういうことになったかと思うのですけれども、そこ

ら辺の関係性についてお聞きしたいのが１点です。

それから、市町の支援チームがあったかと思うのですけれども、これは県の職員の

方が、実際に市町の災対本部なり、被災地なりに赴かれると思うのですが、どういっ

た方が行かれるのか。

これに関連して、防災部局の出先機関があるとおっしゃっていたのですが、その方々

が行かれるのか。その方々というのは、出先機関で防災の専任の職員でおられるのか。

そこら辺も含めて、もうちょっと詳しくお聞かせいただければと思います。

○村井氏：今の１つ目の質問ですけれども、災対本部にボラ協、社協の人が入るように

なったのは、ボランティアの受入れ体制が平成 25 年に見直されて、これは県内

の市町社協から、提言といった格好で、こういう形にしたいという提案があって、

それを受けて、静岡県が変えました。それを踏まえて、連携体制が必要だという

格好で、例えば県本部災害ボランティア本部・情報センターには、県庁からも要

員を派遣したり、県災害対策本部にはボランティア本部からリエゾンをもらって、

協力しようという格好になっております。体制の見直しが１つのきっかけになっ

ているかと思います。

２つ目の市町支援チームなのですけれども、こちらは、スライドの 35 枚目のと

ころに、構成と書いてあるのですが、基本的には静岡県災害ボランティア本部・

情報センターの中に設置されております。その本部が、県社協、県ボラ協、その

ほか、ブロックで応援してきてくれた皆様とやるので、基本的に県職員入りませ

ん。そういった方たちが、市町の災害ボランティア本部を回って、困りごとを聞

いたり、不足があるかどうか確認したり、情報収集を図るといった格好です。

３つ目の県の出先機関なのですけれども、賀茂振興局の中に危機管理課があっ

て、その他、東部、中部、西部に各危機管理局がございます。その中に、危機管

理課と地域支援課があり、市町の危機管理に対する支援や、その他、ボランティ

アとか、自主防とか、そういった形の支援等を行っております。危機管理部の出

先として、基本的には防災の職員がおります。

以上です。
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○京都府 古橋氏：ありがとうございました。

引き続きまして、明城さんにお伺いしたいことがありまして、最後の方で、都道

府県向けのキャラバンという取組を、今後されるということで、非常に楽しみとい

いますか、心強く思っているところであるのですけれども、冒頭の丸谷先生の御指

摘にもあったように、都道府県で温度差と言いますか、行政と災害ボランティア、

あるいは社協との連携具合があると思います。静岡県さんみたいに、しっかりして

いるところもあるようですが、我ら京都府は発展途上ということで、どういった計

画といいますか、温度差を上手いこと吸収していただける取組になるのか、今の段

階で、そこら辺の計画等がもしあれば、御教示いただければと思います。

○明城氏：全国災害ボランティア支援団体ネットワークというのは、今、準備会という

形でしまして、今、正に法人化を立ち上げようという形でしておりますので、具体

的な計画はまだお示しできないような感じなのですけれども、これまでもいろいろ

なところで協力させていただいているところもありまして、例えば２週間前は、岩

手県で、NPO、行政、社協と一緒になって、シミュレーションをやるような研修会

をさせていただいたり、後は、長野県でも災害対策本部訓練の中に入れていただい

て、一緒に訓練をさせていただいたりということで、幾つか進んでいるところはあ

ります。

今日の午前中も、東京都の図上訓練があって、見学という形だったのですけれど

も、連携の取組が進められるように、お手伝いをしているような状況です。

こういった取組は、我々も横展開をどんどんしていきたいと思っておりますので、

今日のこの場は、取組を知ってもらう、すごくいいきっかけだと思っております。

そういう形で呼んでいただければ、是非行きたいと思っておりますし、地域の NPO
は、地域の防災の関係者との連携体制みたいなものが、まだまだできていないとこ

ろがありますので、そういったところの足掛かりもしっかり作っていきながら、や

っていきたいと思っております。

以上です。

○京都府 古橋氏：ありがとうございました。
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栃木県 

県と市町に共通した課題として、災害ボランティアを所管する部局と社会福

祉協議会を所管する部局が異なり、災害ボランティアの役割に対する理解が

薄く、連携という意識がないことが挙げられる。 

群馬県 特にありません。 

千葉県 

詳細は把握していませんが、様々な立場や考えのボランティア団体や個人

がいる中で、行政としてバランスの取れた連携を図ることに、一定の配慮が必

要なのではないかと考えます。 

東京都 

【行政側の課題】 

行政（災害対策本部）の情報を、東京都災害ボランティアセンターの運営

を担う災害ボランティア団体等と効果的に共有する方法。 

【災害ボランティア側の課題】 

東京都災害ボランティアセンターの機能的な運営。 

※区市町村については把握していない。

新潟県 

災害発生時は被災地の社協が中心となりボランティアセンター（VC）を設

置・運営することになるが、都道府県がVCに対し、どのような協力をすれば効

果的か、計り兼ねている。 

石川県 

①本県の課題としては、危機対策部局、健康福祉部局、土木部局、災害ボラ

ンティア部局が各部局ごとに関連団体との関わりを持っているが、災害時

に被災地に開設されるボランティアセンターにおいて、専門的なボランティ

アが必要となった場合の関連団体への連絡方法や連携方法等の調整が不

十分であると考えている。 

②大規模災害が発生した場合、全国的に活動している他県の災害ボランティ

ア支援のNPO等の団体が被災地に入っていることが想定されるが、その場

合の連携方法等が定まっていない。 

福井県 
初期段階において、被災した市町村は、災害状況の把握等に追われ、災害

ボランティアセンターの立ち上げまで手が回らない状態が生じた場合の対応。 

山梨県 

災害時におけるボランティアの役割や重要性について理解はしているもの

の、少ない人員で通常の防災業務を回すことで手一杯であり、ボランティアに

関する取組に人員を割くことができないという実情がある。 

長野県 
行政とボランティアの中間にある防災ボランティアの活動への対応（技術を

持った NPO（法人）の対応・支援方法）。 

長野県 
①行政（県、市町村）の役割分担と受援体制の構築が課題である。

②災害ボランティアをどのように活用するかについて理解が低い。

静岡県 

管内の各市町村では、社会福祉協議会とボランティアコーディネーター団体

が、それぞれボランティアセンター運営マニュアルを作成しており、組織的な

面での連携体制は整っていると考えています。一方で、災害時には通信手段

の確保や、ボランティアセンターが市役所から離れている等、災害時の連絡

手段喪失による連携の支障は課題であると考えております。 



41

静岡県 

静岡県では、大規模な災害が発生した場合に県社会福祉協議会及び県ボ

ランティア協会が連携して、災害ボランティア本部・情報センターを立ち上げ

る。このため、ボランティアを所管する NPO 担当課、社会福祉協議会を所管す

る福祉担当課、災害対策を所管する防災担当課の連携が取れていないと、ボ

ランティアと行政の連携は上手くいかないと思う。

愛知県 

愛知県では、災害時に市町村の災害ボランティアセンターを支援するため、

広域ボランティア支援本部を立ち上げることとしている。しかし、訓練（年に１

回）では災害ボランティアセンターとの無線通信訓練が中心であり、災害時に

おける情報共有、人員・資材の分配等の訓練については充分な取組がなされ

ていない。 

三重県 

①当県では、大規模災害時に速やかな支援活動が実施できるよう、県内に活

動拠点があり、専門性やノウハウを有した NPO 等と平常時に協定を締結す

る事業（災害時 NPO 活動支援事業【緊急支援活動】：１団体 120 万円上限

で活動経費を支援）に取り組んでいるが、専門性やノウハウを有した NPO

等からの応募が少ない状況である。

②当県では、県内外の大規模災害時にボランティア活動が円滑に行われるよ

う、「災害ボランティア活動の支援に関する協定書」を締結し、官民６団体が

協働で「みえ災害ボランティア支援センター（以下、「支援センター」とい

う。）」を設置することになっている。しかし、平常時においては、毎月１回官

民６団体で幹事会を開催しているが、支援センターが常設設置されていな

いため、県内外のボランティアや支援団体とのネットワークが構築できてい

ない。

※特定非営利活動法人みえ防災市民会議、特定非営利活動法人みえ

NPO ネットワークセンター、三重県ボランティア連絡協議会、日本赤十字

社三重県支部、社会福祉法人三重県社会福祉協議会、三重県

③管内市町が考える課題について、当方では把握していない。

京都府 

【現状】 

○京都府では、平成 16 年の台風 23 号時の経験から、平成 17 年に京都府

（行政）と民間のボランティア団体等が協働し、常設の「京都府災害ボラン

ティアセンター」を設置。（事務局：京都府社会福祉協議会）災害ボランテ

ィアが持つ専門的スキル、全国の災害ボランティアとの繋がり、社協のネ

ットワーク、行政の情報と信頼性が繋がることによる相乗効果を期待。 

○府内市町村においても、京都府からの要請に基づき、現在、全ての市町

村で災害ボランティアセンターが常設（協定のみも含む）されている。（常

設型 16、協定型 10）

【課題】 

○災害対策本部に地元災害ボランティアセンターが参画していない市町村

も多いことから、災害ボランティアセンターに的確な被災情報等が伝わら
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ず、また、災害ボランティアニーズ等の収集も災害ボランティアセンター

任せになることから、被災地域の支援にアンバランスが生まれている。 

○災害ボランティアセンターの運営（マッチング業務、資機材管理、輸送調

整等）を現地の社会福祉協議会が行わなければならないことが、現地社

協職員が得意とする戸別訪問等によるきめ細やかな地元ニーズの把握

ができず、支援がアンバランスになる一因となっている。

○また、災害ボランティアセンターの閉鎖のタイミングも行政の思いと異な

ることも多々あり、混乱が生じている。

○災害ボランティアセンターを経由せず、ダイレクトに支援に入る災害ボラ

ンティアの活動が、現場の混乱の要因となることもある。

○更に、京都府内の災害ボランティアセンターによる支援活動では避難所

支援や要配慮者支援、被災者の生活支援については、余り行われてい

ないことから、新たな支援の仕組みの検討が必要。

京都府 

○京都府及び府内の全市町村でボランティアセンターが常設されている（常

設 16、協定 10）が、行政との連携度合いに温度差があり、統一的な対応が

できない。

○更に、都道府県の間でも連携の有無、温度差に相当の差があり、大規模災

害で府県を超えた支援を実施するに当たって、体制や環境の大きな差があ

る。よって、被災府県に到着後、まずは府県、ボラセンの体制の確認等から

行うこととなるが、それ自体が本来無用であるし、府県・市町・ボラセンの連

携が十分でない場合はその関係構築に相当の労力が必要となる。

○市町村については、行政、ボランティアともに、県と市町村の間で連携が進

まず、情報共有されない等の問題が散見される。（複数の市町村で被災し

た際に、県で情報がまとめられず市町同士でやりとりせざるを得ない、等）

○災害対策本部にボラセンからの派遣要員がおらず、タイムリーな情報共有

ができない。

大阪府 

本府では「災害時におけるボランティア活動支援制度」を設け（平成 10 年２

月）、大阪府社会福祉協議会や市町村と連携し、府内のボランティア団体と災

害ボランティアのネットワークを構築すべく、研修会等を実施しています。 

制度開始から間もなく 20 年を迎える中、登録団体のメンバーが高齢化する

等の課題に直面しており、制度の府内市町村への拡大や登録者数の増加等

を目標としつつも、制度自体の抜本的な見直し等が必要と認識しております。

初期段階において、被災した市町村は、災害状況の把握等に追われ、災害ボ

ランティアセンターの立ち上げまで手が回らない状態が生じた場合の対応。ま

た、府内市町村においても、マンパワー不足等から災害ボランティア業務にま

でなかなか携わることができないのが現状です。 

兵庫県 
【行政側の課題】 

○災害ボランティア団体と担当者レベルでの日常的な顔の見える関係性が
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構築できていないため、災害時に速やかに協力依頼ができるか、どのよ

うに役割分担すべきかが見えず、不安に感じている点。 

【災害ボランティア側の課題】 

○被災者・被災地の状況に応じた行動・活動。

【管内市町村が考える課題（市町が考える課題は把握しておらず、市町社協

の課題として記載）】 

○市町社協の施設および職員が被災することも多く、市町社協職員以外で

のボランティアコーディネーター等運営スタッフの確保。

兵庫県 

○災害ボランティアを支援する団体(行政を含めて)の平時からのネットワーク

づくり。

○災害ボランティアセンターに係る市町と市町社協の協定。

○災害ボランティアに係る部署として、市町では、市町（防災担当・ボランティ

ア担当）と市町社協、都道府県では、都道府県（防災担当、ボランティア担

当）、都道府県社協があるが、いずれも防災担当がボランティアのことまで

関わるという意識は余りなく、３者のつながりが希薄であると感じている。 

鳥取県 

【県の課題】 

災害ボランティアには多様な形態があるものと理解しており、県の所管も

複数部局に渡るため、災害ボランティア全般を所管する部局が不明確。 

【市町村の課題】 

特になし。 

岡山県 

災害ボランティアに関し、岡山県は、もっぱら県社協、市町村社協と連絡調

整を行っており、市町村の担当者と直接交流する場面はなく、把握できていな

い。 

山口県 
各市町や災害ボランティア等、いわゆる発災時における当事者側との情報

交換や会議の場を設けておらず、縦の連携が薄い。 

高知県 

日頃、行政と災害ボランティアセンター事務局が接触する機会はあるが、行

政と災害ボランティアが顔を合わせる機会がほとんど無いので、顔を合わす

機会を設けることが大事になると思います。 

福岡県 

○福岡県の課題として、ボランティア派遣業務において、本県職員が、どこま

で関わっていくかが挙げられる。

○本県では、福岡県災害ボランティア連絡会事務局として、ボランティア派遣

に係る調整を行っている。

○平成 24 年梅雨前線豪雨でのボランティア派遣に当たっては、ジャンボタク

シーを借り上げ、災害ボランティア連絡会の会員、県で集約したボランティ

ア等と、当課職員が随行者兼ボランティアとして対応に当たった。

○被災地では、ベテランのボランティアスタッフが求められるが、職員自体が

不慣れなこともあるため、ボランティアの運営にあたっては、ボランティア団

体等が主に運営を行い、職員は調整までに留めるとすべきかについて、検
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討が必要である。 

※派遣実績：H24.8.2～H24.8.26 のうち 14 日間（延べ 214 名派遣）、H25.4.27

～H25.5.26 のうち 8 日間（延べ 110 名派遣）

○県内の災害ボランティア側の課題としては、ボランティア団体同士の関係性

から、依頼の際に配慮が必要である。

○県内市町村における課題として、災害ボランティアと関わる機会が少ないこ

とが課題として考えられる。市町村においては、発災時に、市町村社会福祉

協議会が中心となってボランティアセンターを設置していることが多いため、市

町村の防災担当職員はボランティアセンターがどのような運営をしているのか

を把握していない場合がある。 

長崎県 

管内市町村が考える課題は把握していないが、災害ボランティアとの役割

分担や連携は、県内 12 団体で構成する長崎県災害ボランティア連絡会で作

成した「長崎県災害救援ボランティア活動マニュアル」で定められている。いざ

災害が起きた際には、原則臨機応変対応が求められるが、実際の連携につ

いて各団体や部門間でのイメージが共有できていないとの問題意識がある。 

熊本県 

平成 24 年 12 月に発生した熊本広域大水害（県と４市で災害ボランティアセ

ンターが設置）の災害対応に係る検証において、下記の点が課題として挙げ

られた。 

①災害ボランティアセンターについては、平時からの設置訓練等が活かさ

れ、発災翌日に立ち上がったセンターもあったが、活動を円滑に行うため

の十分なスペースが確保できないセンターがあった。また、必要な時期に

必要な数の資機材がスムーズに確保できないケースもあった。

②平時からの訓練や関係機関との連携の効果もあり、センターの運営はお

おむね順調であったが、被災者とボランティアとの調整に時間を要する

等、センターの運営方法等について一部見直すべき点もあった。

大分県 

○社会福祉協議会が積極的に災害ボランティアに関わる姿勢は、平成 24 年

九州北部豪雨災害後、研修事業を組んできたので、かなり積極的になって

いるが、まだ、行政、民間団体や NPO との協働による災害ボランティアセン

ター運営体制の構築には至っていないのが現状。

○南海トラフ地震の大きな被害を受けるとされている海岸部と、そうでない内

陸部での災害ボランティア受入れ体制の構築に係る意識が異なる。かなり

市町村により温度差がある。 

宮崎県 

当県では災害ボランティア全般について県・市町村社会福祉協議会が窓口

となり需給調整等を担うこととなっており、災害ボランティアとの日常的なつな

がりが希薄になっている。 

行政として災害ボランティアとの直接の連絡ルートを持っていない可能性が

ある。 

沖縄県 沖縄県では、災害ボランティアの事前登録制度や災害ボランティアとの連
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絡会議等災害ボランティアに関する体制整備が行われていないことが課題と

考えます。 

管内市町村が考える課題については、把握しておりません。 

埼玉県 

さいたま市 

当市では、災害ボランティアセンターは、市及び区が設置し、その運営を市

社会福祉協議会が主体となって行うこととなっている。また、市でもボランティ

ア統括班が設置される。対外的に似たような名称であるため、問い合わせ先

が２か所あるような印象を持たれ、かつ、それぞれの役割が不明確となってい

る点が課題となっている。 

埼玉県 

さいたま市 

災害時に避難所のニーズ把握をするための市で育成する災害ボランティア

コーディネーターが、避難所でのニーズを一般ボランティアや専門ボランティア

（医師、看護師）を意識することなく全てのニーズをボラセンに挙げてしまい、

ボラセンでは必要な人員の確保や振分けの際に過不足が出る等の問題が生

じることが懸念される。今後も平常時からの社協等を含めボランティア全般の

連携が必要と感じている。 

千葉県 

千葉市 

行政から発信する被災地の情報不足から、災害ボランティアの役割が不明

確になり、ボランティアの活動と被災者に必要な支援との不一致が生じてしま

う恐れがあることが課題であると考えます。 

千葉県 

千葉市 

【行政側の課題】 

○活動拠点の提供：被災地付近の拠点確保に関する事前の調整。

○資機材・設備等の提供：行政側が調達を支援する資機材の洗い出し。

○経費に関する支援：活動に関する保険料等必要経費の整理及び支出に

関する事前の調整。

○情報収集・提供：被害状況・被災者ニーズに関するタイムリーな情報伝達

体制の確認。

【ボランティア側の課題】 

○安全の確保及び保険の加入。

○滞在場所の確保。

○タイムリーな情報収集。

○ボランティア間の連携。

千葉県 

柏市 

災害ボランティアの活動範囲及び行動範囲の決定。 

災害ボランティアの活動に際した怪我等の補償。 

災害ボランティア団体の指揮、情報伝達等の集団としての能力が不明瞭 

千葉県 

いすみ市 

【１ 行政(いすみ市)側の課題】 

①地域防災計画、職員マニュアル、災害ボランティアセンター設置・運営マ

ニュアルに基づく担当部署の人材(員)・資器材・予算等の不足。

○計画・マニュアル等に基づき平素からの体制確立や訓練を行っている

が、教訓等を反映させるための予算・人材(員)不足（財政難・人員削

減・高齢者化等）により体制の確立・連携に至ってないのが現状であ
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る。また、行政がボランティアの基本理念、行政・ボランティアの役割分

担(それぞれの位置付け)、活動原則等を正しく理解していない。 

②災害ボランティアネットワーク構築の確立、災害協定締結の遅れ。

○県と連携して、専門・一般分野毎にボランティア団体・企業(NPO、NGO

含む。)等に事前登録を推進したが、組織の定数縮小等により事業が

進んでいない。

③県災害ボランティアセンター・広域災害ボランティアセンター及びボランテ

ィア団体・企業との連携不足。

○県、市町村の防災訓練で行政と災害ボランティア団体・企業と連携した

訓練(図上訓練を含む。)を実施していないので、県への応援受入調整・

ボランティア団体・企業との連絡調整・要領等(顔の見える関係の構築・

維持)の演練不足。

また、実災害時の登録・受付～オリエンテーション～ニーズ・マッチン

グ～活動確認・資器材受領～移動～活動～活動終了・帰着～活動報

告や情報共有等の連携要領も演練されていない。 

【２ 災害ボランティア側の課題】 

①団体・個人ボランティアの認識の格差大

○ボランティアの基本理念、行政・ボランティアの役割分担(それぞれの位

置付け)、活動原則(身分、活動コスト等)の理解に格差がある。

私の災害派遣の経験から、ボランティアの中には一部ではあります

が「自由な身分」を保証されているから……、水・食料・宿泊場所を要求

する……方も見ています。被災地での守らなければならない最低限の

ルールは守って欲しいものです。

②高齢化社会に伴うニーズへの対応

○高齢化に伴い、社会福祉型の地域ボランティアの増加と体力が必要な

ニーズに対応できるボランティアの確保が必要

横浜市 行政内部における災害ボランティア組織の認知度不足等。 

神奈川県 

相模原市 

市域全体で災害が発生した場合、複数の現地災害ボランティアセンターを

立ち上げる必要があるが、センターの場所や運営人材の確保が困難になると

想定される。 

長野県 

岡谷市 

○災害時等におけるボランティアセンターの設置や運営は、庁内の担当部署

が筆頭となり、市社会福祉協議会とボランティア連絡協議会を中心として実

施することとなる。行政機能が低下した場合も想定して、社協やボラ連によ

るセンター運用が求められるため、普段から運営のノウハウの熟知やテント

や机・物資等の保管、機器類の確保等を検討しておく必要がある。

○災害発生時や発生後、災害ボランティアに対する支援が十分に行き届くの

か。どこまでできるのか。

○行政も社協も業務が過密になる中、連携を深める機会を作ることがなかな
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か難しい。 

○ボランティアにどこまで責任を持って取り組んでいただくか。

岐阜県 

岐阜市 

【市側の課題】 

○災害ボランティア受入れに関する課題。

◇地域防災計画において、「災害ボランティア計画」及び「ボランティアセ

ンター運営マニュアル」はあるものの、計画の実効性を高める必要があ

る。 

◇今後の課題

・災害対策本部内に設置する災害ボランティア部会を実体あるものにす

る。誰が配置され、何をするのかを具体化する。

・引き続き、「災害ボランティア計画」及び「ボランティアセンター運営マニ

ュアル」の実効性を向上させるための見直しを実施。特にニーズの吸

い上げを誰が行うか具体化する。 

【災害ボランティア側の課題】 

○岐阜市にボランティアが参集するかどうか、参集できるかどうか。

南海トラフ巨大地震が発生した場合、被害は甚大なものとなり、多くの交

通機関も麻痺する。その際、ボランティアは、沿岸部に比し被害が少ないと

想定される岐阜市に対して集まるかどうか。 

静岡県 

裾野市 

災害ボランティア本部運営マニュアルにより市社協と連携し対応することと

なっているが、実際の連携手法について具体的な検討がされておらず、ボラ

ンティアコーディネーター等と行政の平常時の関わりが少ないこと。

香川県 

高松市 

災害発生時に円滑かつ効率的にボランティアが機能するように体制の整備

を行い、平時から関係団体と情報を共有し、共通の認識を持つ必要がある。 

平成 16 年の台風災害を機に、災害ボランティア連絡会を設立させたが、現時

点では機能できていない。行政、社会福祉協議会、市民活動団体等の役割分

担を定める必要がある。 

東京消防庁 

東京消防庁災害時支援ボランティアは、東京消防庁管内で震度６弱以上の

地震が発生した場合等に、消防活動の支援をするボランティアです。東京消

防庁管内の各消防署に事前登録し、震災時等を想定した各種訓練を各消防

署で定期的に実施しています。 

現在、登録しているボランティアの高齢化が懸念されており、消防活動の支

援という活動において、年齢や体力等を考慮する必要があります。 
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設問② 

行政と災害ボランティアとの連携に関する課題を解決するため、貴団体

が今後行う予定の取組があれば、お教えください。また、貴団体が都道

府県の場合は、行政と災害ボランティアとの連携に関する課題を解決す

るため、管内市町村が今後行う予定の取組について、ご存じのことがあ

れば併せてお教えください。 

団体名 回答 

北海道 

青森県 
平成 13 年度から県社会福祉協議会との共催でボランティアコーディネータ

ーに関する研修会を実施。 

岩手県 

行政、社会福祉協議会、NPO 等の支援活動について相互理解を深め、災

害時にどのような連携が可能となるのか意見交換するため、「岩手県防災ボ

ランティア支援ネットワーク」連絡会議が主催し、「防災ボランティア活動支援

団体の相互理解・連携に係る研修会」を開催しました（H28.1.20）。 

管内市町村の中には、防災ボランティア活動推進指針を策定し、関係機

関・団体間のネットワーク構築を図る自治体が出始めています。 

宮城県 

上記１の会議等を通して、災害時のボランティア情報の伝達手段について

検討し、災害ボランティア関係団体との迅速な意思疎通ができるよう体制を整

える。また、市町村社会福祉協議会の人手不足を補完するため、災害ボラン

ティアセンターからの人的支援の要請を受けて県職員を派遣する制度を継続

的に運営する。 

山形県 

○県としては、県内４ブロックごとに開催している「災害時における市町村行

政・NPO・社協等の連携体制構築のための検討会」を、今後とも継続し、現

状や課題についての意見交換等を行っていく。

○２町が、災害ボランティアセンター設置・運営に関する指針やマニュアルの

作成を予定している（市町村調査：H27.2 時点）。

栃木県 

本県では、昨年 10 月に初めて災害ボランティアに焦点を合わせた訓練を

行った（災害ボランティアセンターの設置や運営、土嚢積み等の実践的な活

動体験等）。また実施に先立ち、災害ボランティアに何ができるか、どの部分

で連携が必要か、行政からほしい情報は何か等の整理を行った。このような

取組を通じ、災害時の問題の把握や平常時からの仕組み作り等、連携を進

めていきたい。 

市町の取組については、把握していない。 

群馬県 

平成 26、27 年度と、災害ボランティアをテーマとしたシンポジウムを連続し

て開催し、活動の実際や必要性を PR しつつ、被災地へ赴くことから被災者救

援活動の現場に至るまで、係る課題を話題に挙げて討論してもらいました。 

千葉県 災害ボランティアが組織的な活動を行うには、被災地の受入れ体制の整備
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が必要であり、そのためには、地域と行政、ボランティア組織等との連絡調整

役を担う人材の養成が重要であることから、各市町村で「千葉県災害対策コ

ーディネーター養成講座」を開催してもらい、講座修了者で個人情報の提供・

利用に同意した者を、千葉県災害対策コーディネーターとして登録する制度を

設けています。 

また、独自制度で講座を実施している市町村もあります。 

東京都 

従前から、東京都災害ボランティアセンターの運営を担う災害ボランティア

団体等で構成される会議体にオブザーバーとして定期的に参加し、会議体が

東京都総合防災訓練に参加する際の調整等を行っている。今年度は、会議

体が東京都図上訓練にオブザーバーとして参加するための調整を行う予定

である。 

※区市町村の状況については把握していない。

新潟県 

○防災フォーラム（情報交換会）の実施

県内の行政・社協・JC・NPO 等が参加し、防災フォーラム（講演・ワークシ

ョップ等）を実施することで、顔の見える関係を構築している。 

石川県 予定なし。また、把握していない。 

福井県 

過去の災害においては、県外の団体の支援を受け、地元社協等が災害ボ

ランティアセンターを運営したが、災害ボランティアセンターを設置運営するこ

とができる県内の人材育成と各種団体のネットワーク作りが必要と考え、行

政・社協・民間団体で構成する「災害ボランティアセンター連絡会」を設置して

いる。 

連絡会では、定期的に訓練や研修を実施している。 

市町においても、半数以上が、同様な連絡会を設置している。 

山梨県 
市町村と社協、ボランティア団体が連携し、災害時におけるボランティアの

受入れに係る訓練等を実施する。 

長野県 災害ボランティアセンター内での「災害 NPO」との連絡調整・協働。 

長野県 
①「全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）」との連携を予定

②市町村の取組については不明

静岡県 

中部危機管理局では、管内のボランティア団体、社会福祉協議会、市町村

担当課に参加いただき、毎年１回、「中部災害ボランティア連絡会」を開催し、

連携を図っています。 

また、地域のボランティア団体が開催している連絡会にも職員を派遣し、相

互に連携を図っているところです。直近では２月７日に「志太榛原地区ボラン

ティアコーディネーター連絡会」が行われる予定です。

静岡県 

県危機管理部の出先機関が地域災害ボランティア連絡会を開催している。

出席者は市町の防災担当課及び福祉担当課、市町社会福祉協議会、市町

のボランティアコーディネーター団体が出席し、意見交換を行っている。 

また、県庁内でも、NPO 担当課、福祉担当課、防災担当課の意見交換会
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の開催を予定している。 

愛知県 

○災害時におけるボランティア活動を円滑に推進するため、平常時から顔の

見える関係作りとネットワーク化の推進を図ることを目的として、ボランティ

ア団体またはボランティア支援団体等と「防災のための愛知県ボランティア

連絡会」を構成し、年３回定例会議を開催している。 

○愛知県と愛知県社会福祉協議会が共催で「市町村・市町村社協災害対応

支援会議」を開催し、行政、ボランティア等との連携の在り方について情報

共有を図っている。

三重県 

①各地域における NPO 等の活動に精通していると思われる県内に 20 ある市

民活動（支援）センターを訪問する等、専門性やノウハウを有したNPO等の

発掘等に努めていく予定である。

②各幹事団体の合意形成を図りながら、引き続き、支援センターの常設設置

に向けた検討を進めていく。

③管内市町が今後行う予定の取組について、当方では把握していない。

京都府 

○京都府では、京都府災害ボランティアセンターと連携し「①市町村災害ボラ

ンティアセンターの強化充実」「②初動支援チームの育成強化」「③ブロック

連携体制の構築」「④学生ボランティアとの連携」を進めているところであ

る。 

○これに合わせて、行政と災害ボランティアセンターがより連携を強化してい

くために「①市町村ごとの災害ボランティアセンター運営訓練への協力」や

「②協定型の災害ボランティアセンターを完全な常設型にするための支援」

を行うこととしている。

京都府 

ボランティアセンター主催で、災害ボランティアに係る基礎的事項や、LO

（連絡調整員）養成のための研修を実施。行政職員（府、市町村）も積極的に

受講して、研修効果だけでなく、普段からの顔の見える関係の構築に資して

いる。 

大阪府 

今年度、発災時、早期にボランティア情報の伝達が行えるよう、府の防災

情報サービスである「おおさか防災情報メール」を活用した仕組みを構築した

ところです。 

今後、大学等との連携により、若者世代や企業等に対し登録を呼び掛ける

べく、広くボランティア情報が共有できるポータルサイトの立ち上げについて

検討を行っていく予定です。 

兵庫県 

【今後行う予定の取組】 

従来からひょうごボランタリープラザが企画・開催する「災害救援ボランテ

ィア活動支援関係団体連絡会議」「災害ボランティアコーディネーター養成

研修」等について、企画段階から災害支援を専門に取り組んでいる NPO や

社会福祉協議会、行政(県)が連携して取り組むこと。 

【市町村が今後行う予定の取組】 
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把握していない。 

兵庫県 

NPO、JC、連合等、災害ボランティアを支援する関係機関が入っている「災

害救援ボランティア活動支援関係団体連絡会議」があり、そのネットワークの

充実を図るため、連絡会議のあり方について検討中である。また次年度は、

市町・市町社協の連携会議を開催予定である。 

鳥取県 

【県の取組】 

２月に一般財団法人地域社会ライフプラン協会との共催で、シニア災害

ボランティアシンポジウムを開催し、シニア層が災害ボランティアに参加す

る等の契機とする。 

岡山県 １と同じ。 

山口県 各市町社協職員との情報交換の場を設けたい。 

高知県 

これまでと同様に、県災害ボランティアセンターの事務局である県社会福祉

協議会が主催する「高知県災害ボランティア活動支援本部ネットワーク会議」

に参加する等、事務局と連携した取組を行います。 

福岡県 

福岡県では、社会福祉協議会を主体とするのではなく、JC や大学生等の

各団体とが連携した協働型のボランティアセンターの構築に向けた研修会等

の検討を行っていきたいと考えている。 

熊本県 

１②については、災害ボランティアセンター設置後、県ＨＰで募集を呼び掛

けるのみならず、速やかに県内の大学・高校・企業団体へ周知依頼文を送付

し、ボランティア募集の周知依頼を行う。 

（参考）１①については、各市町村長宛てに災害ボランティアセンターの設

置に係る市町村社会福祉協議会に対する協力の依頼文を送付。ボランティア

センターにおける十分なスペース確保について、体制整備を促した。

また、県社協と日本青年会議所九州地区熊本ブロック協議会が平成 26 年

12 月に災害発生時における被災地支援等に関する協力協定を締結。災害ボ

ランティアの人員・資機材確保を図った。

長崎県 

上述の災害ボランティア連絡会を通じて、研修会の開催を検討している。各

部門の発災後の活動の実際の動きを、事前に想定し共有することで、適時適

正な連携や支援活動の展開、あるいは連携しようとする際の問題点及び対応

策等を把握し、円滑な救援活動の一助につなげる必要がある。そのために、

災害規模を具体的に設定した上で、有識者（被災地での救援活動経験者等）

のコーディネートや助言を伴うワークショップやロールプレイ等を通じて、連携

のイメージを共有しながら検証ができるような研修会の実施を検討している。 

大分県 

○災害ボランティアセンターについての研修会を実施している。（県社協補

助）災害ボランティアの養成は行っていない。この研修の中で、行政との締

結を模索したり、行政を含めた平時のネットワーク会議を実施したりし、災

害時の円滑なセンター運営に努めている。

・災害ボランティアセンター運営リーダー研修、スタッフ研修
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・災害ボランティアセンター現地研修（被災地の災害ボランティアセンターに

派遣）

・市町村災害ボランティアネットワーク会議（社協と外部団体の平時協議の

場）

その他、独自に災害ボランティア向けの講座や防災講座を実施している

市町村あり。 

○広域防災拠点としての県災害ボランティアセンターの備品整備を平成 27

年度に完了予定。（発電機、噴霧 器、高圧洗浄機、簡易トイレ、テント等、

約 630 万円の予算を掛けて、備品を整備。備品は全て県社会福祉協議会

に貸与）

宮崎県 特にない。 

沖縄県 

沖縄県社会福祉協議会が行う災害ボランティア活動支援事業に対し補助

金を交付しており、その中で災害時に備えたボランティア団体や管内市町村

社会福祉協議会等との連携・協働のための訓練を実施しており、今後も継続

予定です。 

管内市町村が今度行う予定の取組については、把握しておりません。 

埼玉県 

さいたま市 

毎年実施している図上訓練を活用し、それぞれの役割をまずは行政職員

に認識してもらうよう取り組んでいく。 

埼玉県 

さいたま市 

ボランティア種別の区別をできるような内容にする等、市主催の災害ボラン

ティアコーディネーター育成研修を引続き行う予定である。また今年度から市

社会福祉協議会にも研修に参加いただき災害ボランティアコーディネーター

が災害時どういった活動をするか一緒に見ていただいたことも課題解決への

取り組みである。 

千葉県 

千葉市 
特になし。 

千葉県 

千葉市 

災害ボランティアセンターとの協定締結に向けた協議及び課題解決のため

の調整。 

千葉県 

柏市 
なし。 

千葉県 

いすみ市 

①県・市及びボランティア団体・企業との防災訓練の実施

まずは、図上訓練の実施検討。

②いすみ市社会福祉協議会（いすみ市災害ボランティアセンターを担任）とボ

ランティア団体・企業を交えた意見交換会の実施検討。

神奈川県 

横浜市 

特にありません。 

なお、横浜市では現在、横浜市災害ボランティアネットワーク会議運営委員

会にオブザーバーとしての参加をしています。その他にもコーディネーター養

成講座の共催や、訓練への参加等をしています。 

神奈川県 災害ボランティアセンターの設置に関わる、市と市社会福祉協議会、相模
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相模原市 原災害ボランティアネットワークが参加して、災害ボランティアセンターの立ち

上げ訓練を毎年１回実施しており、今後も実施の予定である。（平成 25 年度

から平成 27 年度は九都県市合同防災訓練時に実施） 

長野県 

岡谷市 

○担当部署、社会福祉協議会の連携によるボランティア研修の開催や、ボラ

ンティアセンターの設置及び立ち上げ訓練等の実施を検討したい。

○行政側が、ボランティア連絡協議会の行事や定例会等に参加する等、普段

からの関わりを作り上げたい。

○ボラ連は、防災とボランティア週間や社協のイベントにおいて、炊き出しの

協力をいただいて関わりを深めているので、今後も継続して連携を深めた

い。

岐阜県 

岐阜市 

災害ボランティア受入れに関し、広域連携を検討中。 

○岐阜市を含む６市３町において、災害時、広域ボランティアセンターを立ち

上げ、ボランティアの確保、拠点施設、宿泊施設及び資器材等を相互補完

しようというもの。

静岡県 

裾野市 

社協・ボランティアコーディネーター等の参加による図上訓練やケース検討

及び定期的な連絡会に行政担当者も参加し平常時からの関係性を構築した

い。 

香川県 

高松市 

社会福祉協議会や市民活動団体等と連携し、災害ボランティアセンターの

運営訓練を実施することにより、日頃から顔の見える関係を構築する。 

東京消防庁 

高齢の方や体力に自信のない方でも支援活動に参加できるように、消防活

動の支援活動の中に、後方支援活動（消防署内での給食活動や帰宅困難者

への道案内等）を明確化します。 
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設問③ 

（貴団体が都道府県の場合のみ回答）消防庁がまとめている「地方防災

行政の現況」では、行政と災害ボランティアと協議意見交換を行う場が

ある都道府県は全体の約７割、市町村では全体の約１割（平成 26 年４月

１日現在）となっております。管内市町村において、行政と災害ボラン

ティアと協議意見交換を行う場の設置が進んでいない理由について、ご

存じのことがあれば併せてお教えください。 

団体名 回答 

北海道 

災害時のボランティア活動を想定している団体・個人がそもそも少ない。ま

た実際にボランティアを必要とするような災害が身近に発生していないこと等

から、必要性が十分に理解されていない。 

青森県 

岩手県 

市町村に対し、協議意見交換を行う場の設置が進んでいない理由につい

て調査を行っていないため、承知しておりません。（今後、市町村の取組状況

調査の実施等について検討したいと考えております。） 

宮城県 

山形県 

○災害ボランティアの活動団体・個人に関する情報の不足

○限られた人材・予算の中で、防災対策が先行され、ボランティア施策は積

極的に行われていない。

※県が主催する上記検討会において、ブロックによっては、災害ボランティア

活動団体も参加し、市町村行政と意見交換を行っている。

栃木県 

県レベルでは、栃木県社会福祉協議会主催で災害ボランティアに係る意見

交換の場がある。市町レベルで設置が進んでいない理由については把握して

いないが、今後、上記取組を市町へ周知する等して、設置を促していきたい。 

群馬県 把握している事柄は特にありません。 

千葉県 

詳細は把握していませんが、小規模の町村の防災担当は防災以外の業務を

掛け持つ場合が多く、災害ボランティアと協議意見交換の開催まで、手が回ら

ないのが実情のように感じます。 

東京都 ※区市町村の状況については把握していない。

新潟県 

石川県 把握していない。 

福井県 

災害を経験していない自治体では、行政や住民で災害ボランティアのイメ

ージが共有できないことから、意見交換の場の設置、平常時に何をするのか

等イメージできない部分が多い。 

山梨県 

○防災を所管する部署とボランティアを所管する部署が異なることにより、ど

こがイニシアチブを取るべきかが不明確な部分があり、事業実施の支障と

なっている。

○双方の役割や体制、制度等に関する理解不足により、事業実施の考え方
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に齟齬が生じている。 

長野県 

長野県 特に承知していない。 

静岡県 

管内では上記のとおり連絡会が行われており、連携の場は提供されている

と考えています。市町村においては、ボランティアコーディネーター団体が存

在しない場合があるため、市町村とボランティアを直接つなぐ点に課題があり

ます。現在、社会福祉協議会を中心に、団体設立へ検討を行っているところ

です。 

静岡県 

１でも回答したが、ボランティア所管の NPO 担当課、社会福祉協議会所管

の福祉担当課、災害対策所管の防災担当課の連携が取れていないと、ボラ

ンティアと行政の連携はうまくいかないと思う。

また、規模の小さい市町村では、業務量的にボランティアの対応に手が回

らない可能性もあると思う。 

大規模な災害が発生すれば全国から様々な団体や個人がボランティアとし

てくるので、そういったボランティア団体の連携も必要だが、まずは、ボランテ

ィアの派遣を調整する市町ボランティア本部や災害ボランティアコーディネー

ター団体との連携を進めた方が、ニーズ調査やボランティアの派遣がスムー

ズにでき、迅速な復旧に繋がると思う。 

愛知県 

市町村の災害ボランティアセンターは、主として当該市町村の社会福祉協

議会が運営しているケースが多いことから、常に行政と密接な関係が構築さ

れていることも一因と考える。 

三重県 
管内市町において、行政と災害ボランティアと協議意見交換を行う場の設

置が進んでいない理由について、当方では把握していない。 

京都府 

協議意見交換の程度に違いはあるものの、京都府内では全ての市町村で

常設（協定型）の災害ボランティアセンターが設置されていることから、発災時

はもとより、平常時から行政と災害ボランティアセンターとの協議の場は設け

られているものと思っている。 

京都府 

○ボランティアセンターが常設されておらず、日常的なやり取りや議論がな

い。

○常設されていても、そもそも立場が異なる（災ボラ：ミクロ目線、主観的。行

政：マクロ目線、客観的）中で、その対極的な面だけが意識され、本来補完し

あって初めて効果的な活動ができる関係であることが相互理解されていな

い。 

大阪府 

上記１に記載のとおり、府内市町村においては、マンパワー不足等から災

害ボランティア業務にまでなかなか携わることができないのが現状だと思わ

れます。 

兵庫県 
○災害や防災を担当する所管、ボランティアを担当する所管、NPO 法人等と

の協働を推進する所管がそれぞれ市町のなかで複数に分かれている点。
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○災害ボランティアについては、（市町ではなく）市町社協の担当であると考

え、（市町側が）市町社協任せにしている点。

兵庫県 

鳥取県 特になし。 

岡山県 
岡山県では、災害ボランティアと協議意見交換を行っておらず、市町村の

状況も把握できていない。 

山口県 管内市町の実施状況について把握不十分のため、分からない。 

高知県 

正確に把握しているわけではありませんが、高知県においては市町村災害

ボランティアセンターの事務局が各市町村社会福祉協議会に設置されている

ため、行政との連携が十分に行われない場合もあるのではないかと思われま

す。 

福岡県 
市町村と災害ボランティアが、日頃から関わる機会がないことが考えられ

る。 

長崎県 

管内市町村の設置が進まない理由等は把握していないため推察になる

が、上述の災害ボランティア連絡会の委員会の運営から考えると、会議の開

催経費や会員の把握等、管理面でのコストが掛かるため、市町村において

は、場を形式的には設置することをせず、必要に応じて意見交換を行う方法

を選択しているのではないか。 

熊本県 

大分県 

災害ボランティアセンターの運営は社会福祉協議会が行うところがほとん

どであり、市町村に災害ボランティアに積極的に関わる姿勢がない。また、余

裕もないと感じている。（市町村の介入がない方が、ボランティアについては

やりやすい野かもしれない。） 

宮崎県 

危機管理部門の主体性やマンパワーの差であると考えられる。防災訓練

等災害ボランティアに参加を促す機会はあったとしても、参加させることだけ

で終わってしまい、協議や意見交換といった次のステップに移行できていない

のではないか。 

沖縄県 理由は把握しておりません。 

埼玉県 

さいたま市 

埼玉県 

さいたま市 

千葉県 

千葉市 

千葉県 

千葉市 

千葉県 

柏市 
なし。 
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神奈川県 

横浜市 

災害ボランティアそのものの認知度不足及び、発災時に期待する役割等を

行政側が認識していないこと等が考えられると思います。 

神奈川県 

相模原市 
該当なし。 

長野県 

岡谷市 

岐阜県 

岐阜市 
なし。 

静岡県 

裾野市 

香川県 

高松市 

東京 

消防庁 
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災害ボランティア等の活動環境整備に関する研修会

次 第 

日 時：平 成 2 8 年 ２ 月 ４ 日 （ 木 ）

時 間：1 3 時 1 5 分 ～ 1 7 時 0 0 分

場 所：主婦会館プラザエフ「クラルテ」（地下２階）

１ 開会

○主催者挨拶（消防庁国民保護・防災部防災課地域防災室長）

２ 講演

①東北大学災害科学国際研究所 教授 丸谷 浩明氏

○「大規模災害時におけるボランティア活動の広域連携に関する意見交換」提言について

②内閣府政策統括官（防災担当）付 企画官（普及啓発・連携担当）児玉 克敏氏

○内閣府の最近の防災ボランティアに関する取組について

― 休憩 ―

（10 分） 

③静岡県危機管理部危機情報課 主査 村井 浩氏

○静岡県における災害ボランティアの対応について

④全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）準備会 事務局長 明城 徹也氏

○東日本大震災における NPO・ NGO の支援活動とボランティアとの連携について

― 休憩 ―

（15 分） 

３ グループ討議

○テーマ：行政と災害ボランティアとの連携における課題

４ 閉会
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（静閾戴ボランティア協会提供）

心を鵬る酒闘

支援物資は被災地を襲う第2の災害と言わせないために

支援物資の中に子ども達が手紙
を添えて！ 気持ちを届ける！

（静閾戴ポランティア協会t11供）

支鑽のためのノウハウを拳ぶ

お寺に宿泊

昌醤

143 

50 

51 

（静鵬戴ポランティア協会提供）

ボラセンでは対処が難しい事例も ・ ・

中越地震・小千谷市塩谷地区の場合·

（静鑓蠍ポランティア協会提供）

成果と課題

一連の支援活動をできる限り
県内のボランティア組織と
一緒に進めた

ノウハウの蓄積

人的ネットワ ークの広がり

地域防災力の強化へつなげたい

144 

S2 
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――――――――――――――――――――――――――――――

災害ボランティア等の活動環境整備に関する研修会 

開催録 

平成２８年３月 

消防庁国民保護・防災部地域防災室 

――――――――――――――――――――――――――――――




